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はじめに

「中小企業・SDGsビジネス支援事業にかかる事後モニタ

リング調査業務」のプロジェクトチームでは、海外ビジネス

展開にも成功に向けて必ず押さえるべき共通の必須

ポイントは存在するとの仮説のもと、過年度において中小

企業・SDGsビジネス支援事業（以下「JICA Biz」）に参

加した1,100件を超える企業にアンケート調査を行い、

また、200件を超える企業にインタビュー調査を行ってきま

した。本資料は2024年3月にJICAが公表した「ビジネス

展開教訓集ver2.0」に新たな情報を加えてアップデート

したものとなります。

本資料では、開発途上国でのビジネス化に向けた押さ

えるべき12のポイントをまとめています。

開発途上国へのビジネス展開は予期できないことの連続

です。また、ビジネスに王道は存在せず、本資料で示された

内容を押さえれば必ず成功できるわけではありません。さら

に、企業により進出目的、進出国、ビジネスモデル、商材、

経験、能力、分野、規模、タイミングは異なるため、共通の

成功・失敗要因など存在しないとの極論もあります。しかし

それでも、本資料で示したポイントはJICA Bizに参加

する全ての企業にとって参考になると考えます。それは、

成功を収めた企業には共通点があり、残念ながら成功に

至っていない企業にも共通点があるためです。本資料は、

一般化の限界に直面しながらも、可能な限り一般化して、

海外ビジネス展開を成功に導くためのヒントを記しています。

突然ですが、登山をしようとした時、登山に向けて何をしますか。

山を選ぶ、地図を買う、装備を用意する、計画を立てる、

仲間を集める、天候を調べる、緊急時に備えるなどでしょうか。

ほとんどの人が、無事に登って自宅に帰宅できるように、

自身の経験、体力、体調、天候なども考えて、

安全で無理のない計画を立てると思います。

では、海外ビジネス展開も同様に

事前準備や計画策定が重要なのでしょうか。

また成功のためのポイントやコツは

あるのでしょうか？

ゴール

開発課題を解決し

持続可能なビジネスを

実現すること

売上実現は出来た。
利益実現に向けた
課題は何か。

進出国はどのように選ぶと
良いだろうか。

JICA Biz終了後の
ビジネスの成功・
失敗要因は何か？



開発途上国でのビジネス化に向けた

押さえるべき12のポイント

1
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

過去JICA Bizに参加した1,100件を超える企業にアンケート調査を行い、

200件を超える企業にインタビュー調査を行いました。

その結果として、以下のとおり、海外ビジネス展開にも

成功に向けて押さえるべき共通の必須ポイントを12個特定しました。

これまでにJICA Bizに参加した企業の事例から、

開発途上国でビジネスの成功を収めるために共通する成功・失敗要因はありますか。

12のポイント一覧

分類 12のポイント 留意点・落とし穴

組織体制

1
海外展開に能動的に取り組む組織体制が
構築されている。

企業が主体的に事業に取り組み、能動的・迅速に意思決定
を行うことができる体制を構築することが重要です。

2 海外展開を行うための経営リソースがある。
途上国でのビジネス展開には想定以上に長い年月を要する
ため、長期間の活動に耐えうる経営リソースの確保と現実的
な計画の策定が必要です。

社外
パートナー

3
信頼できる現地の社外パートナーを
確保している。

自社が社外パートナーに求める条件を満たし、且つ長期的な
パートナーシップを築くことができる社外パートナーかどうかを、
慎重に判断することが肝要です。

4
自社・自身の弱みを補完する専門家を
活用している。

自社・自身の弱みをしっかりと認識し、弱みを補完し事業展
開に寄与する外部専門家を見極める必要があります。

ビジネス
環境

5 提案製品・技術が規制の対象になっていない。
外資規制の概要・最新状況の確認に加え、運用実態まで詳
細に把握し、対策を検討することが大切です。

6
提案製品・技術が進出国の社会環境に
適している。

製品・サービスを有利に活かせる社会環境はどのようなものか
を整理したうえで、適した市場を選定することが重要です。

7
企業がバリュープロポジション（顧客が自社の
製品・サービスを選ぶ理由）を把握している。

顧客ニーズ、競合他社の動向、自社の強み・弱みを正確に
把握し、狙うべき領域や必要な打ち手を特定し、継続的にブ
ラッシュアップしていくことが必要です。

製品技術

8 提案製品・技術には販売実績がある。
必須ではありませんが、製品・サービスの国内外の販売実績が
あると、想定顧客からの信頼や安心感獲得に有効です。

9
現地のニーズに合わせて、マーケティング要素
を現地化できている。

製品・サービスの4P（Product, Place, Price, Promotion）
を分析し、市場ニーズに応じて現地化することが必要です。

10
提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争
力がある。

売り手だけではなく買い手の目線からも自社の強みの整理が
必要です。主観を排し、顧客目線で客観的な競合他社分
析をする必要があります。

11
製品・技術の知的財産や盗難等の対策が
講じられている。

模倣や盗難に関するリスクを適切に把握したうえで、ハード面・
ソフト面の両面から対策を検討することが必要です。

ビジネス
計画

12
実行可能な事業計画が策定され、ビジネス
化に向けたアクションプランが整理されている。

実行可能な事業計画と具体的なアクションプランを明確にす
ることで、JICA Biz後に適切な事業活動を行っていくことが可
能になります。

開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

Q.

A.
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

各ポイントについて、3部構成で解説をしています。

1部（1ページ目）では、ポイントの解説、時系列に沿った留意点、対処策を記しています。

2部（2ページ目）では、ポイントに関連する企業の事例、定量データを記しています。

3部（3ページ目）では、1部と2部の内容をビジネスTipsとしてまとめています。

12個のポイントがあるのはわかりました。それぞれ何が書かれているのですか？Q.

A.

12のポイント一覧

1ページ目

解説、時系列に沿った留意点、
対処策

2ページ目

ポイントの解説

各ポイントの重要性、意識すべき点に
ついて解説しています。
まずは解説部分をお読みください。

時系列に沿った留意点

JICA Bizに応募すること、または参加し
ていることを前提に、各段階における留
意点・教訓を解説しています。
それぞれの段階で何に留意する必要が
あるか、過去の知見からどのような教訓
が得られているか確認してみてください。

企業、支援機関に求められる
対応策

各ポイントの対処策を企業と支援機関
に分けて解説しています。

企業の事例、定量データ

企業の成功事例＆
課題のあった事例

各ポイントについて、具体的に企業が

どのような取組をしたのか、成功事例と
課題のあった事例を解説しています。

ポイントに関する定量データ

JICA Bizに関する定量データから、
なぜ各ポイントがビジネスの成功に
おいて留意すべきであるのか、その根拠
を示しています。

各ポイントに関連したテーマのTips

1ページ目で解説された各ポイントの
重要性や留意点、そして2ページ目で

紹介された事例や定量データを踏まえ、
ビジネスTipsとなるポイントをまとめてい
ます。

是非サマリーとしてお読みください。

3ページ目

ビジネスTips

1

2

3

1

2

3

1

2

1

2
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

海外展開に能動的に取り組む組織体制が構築されている。1

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 途上国でビジネス展開を成功させた企業は、当事者意識を持ち、JICA、外部人材、社外パートナー任せでなく、主体性
（オーナシップ）をもってJICA Bizとその後のビジネス展開に取り組んでいました。

⚫ 途上国でのビジネスでは、入手できる情報が少なく、入手できたとしても難しいビジネス環境であることが判明することも多いため、
小手先では解決できない課題や短期的には解決できない課題に直面します。これらの課題の解決には、全社をあげた中長期
的な関与と投資が必要になります。

⚫ 製品開発部門やメンテナンス部門のみならず営業部門も巻き込み、JICA調査後のビジネス展開をイメージすることが重要です。
また、経営判断を求められる場面も多く、経営層の関与が非常に重要となります。

⚫ 上記に挙げたような、自社が中心となり高い当事者意識を有している企業は、JICA Biz応募前から自社で進出国の投資
環境や、潜在的なニーズ調査等といった市場調査を行い、事業成功の確度を少しでも高められるような活動をしていました。

解説

教訓

■JICA Bizで得たい成果を明確にする

JICA Bizを活用することで得られる成果について、
ビジョンを明確にしましょう。この際、会社の方針や
事業の中長期的な視点を持つことが大切です。

■必要な経営資源を確保する

必要な経営資源（人材・資金等）を必要な時に
投入できるように、無理のない計画を立てましょう。

■事前調査を行い自社で意思決定する

企業が主体性を持って可能な範囲で進出国の
市場規模や社会環境、競合他社等を調査し、
進出の意思決定を行いましょう。外部関係者の
調査や意見だけでなく、自社としての考えをまとめ
ておくことが大切です。

■社内外の事業実施体制を構築する

能動的・迅速に意思決定が行える社内の実施

体制を構築しましょう。現地パートナーは、事業実施
前に候補をリスト化し、スムーズに事業を遂行できる
ようにしましょう。

■定期的にモニタリングする

事業実施前に立てた事業計画や
収支計画は、外部環境の変化に伴い、
定期的に見直しましょう。

■事業計画を具体化する

当事者意識をもって、ビジョンを事業
計画に落とし込みましょう。

■過去の事例から学ぶ・ただし参考程度に

過去の事例を学ぶことは大切です。ただし、自社と同じ条件の企業や事例は存在しないので、参考程度に留めましょう。新規事業立ち
上げは、全てがオーダーメイドだと考えましょう。

■事業に関連するステークホルダーを巻き込む

企業に主体性がなければ、現地の顧客、金融機関・投資家や、流通網・サプライ
チェーンを構築するための現地パートナーからの信用を得ることもできません。進出国の
商習慣やビジネスマナーを理解し尊重しながら、顧客やパートナーからの信頼を得ま
しょう。
特に協業する現地パートナーとは、自社のビジョンや戦略に理解を得られるよう、
議論しながら巻き込むと良いでしょう。

■企業自身が意思決定する

ビジネスに影響を及ぼす意思決定事項に関しては、JICAや外部人材に任せるの
ではなく、企業が自らリードしましょう。現地の関係構築やスムーズな意思

決定を行うために、経営層がビジネス化の検討段階から、積極的に関与すること
も大切です。

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

⚫ 応募前に実現したいビジョンを明確にし、社内のコンセンサス
を得ましょう。また、進出国で事業を展開することを想定した
市場調査を行ったり、事業実施体制を構築したりしましょう。

⚫ JICA Bizの中では事業計画としてビジョンを具体化しましょう。

⚫ JICA Biz終了後もビジネス環境は絶えず変化し、タイムリー

かつ適切な対応が求められます。受け身にならず当事者意
識をもって最新の情報を収集しながら、事業化に取り組みま
しょう。

⚫ 社長や事業部長といった社内のキーパーソンや現地パート
ナーなど重要な外部のステークホルダーを巻き込みながら
JICA Bizを推進しましょう。

⚫ JICAは、その長い開発協力の歴史の中で、オーナーシップ（主
体性）を重視して、現地と共に解決策を模索してきました。
オーナーシップが重要であることは、開発協力であっても民間
連携事業であっても同じです。企業のオーナーシップを尊重し、
それを引き出すような支援を行いましょう。

⚫ 企業のオーナーシップがないままに、例えばJICA Bizへの応募の
主たる動機が金銭的な負担の低減やCP機関との交渉・連携の
しやすさに留まるのであれば、企業に姿勢の見直しを助言しま
しょう。

対策

企業の対処策 支援機関に求められる支援策
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

海外展開に能動的に取り組む組織体制が構築されている。1

グラフ 企業の主体性の程度とビジネスの成否の関係性 グラフ 意思決定者の直接的な関与の程度とビジネスの成否の関係性

主体性がある

主体性がある程度ある

どちらともいえない

主体性があまりない・全くない

大いに関与した

やや関与した

どちらともいえない

あまり関与していない・全くない

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 企業の主体性がある、経営者の直接関与があっても売上実現していない事例が多くありました。

⚫ 一方で、売上実現をした後は、企業の主体性がある、経営者の直接関与があるほど、売上が拡大している傾向が窺えます。

データ

1件1件

3件
1件 7件

9件

10件
5件

20件

25件

16件
4件

52件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

(n=35)

売上が拡大
(n=30)

売上が増減
(n=10)

売上が減少
(n=79)

売上実現
してない

2件 1件 3件1件
2件

1件
6件

6件

13件
4件

17件

28件

13件 4件

53件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

(n=35)

売上が拡大
(n=30)

売上が増減
(n=10)

売上が減少
(n=79)

売上実現
してない

⚫ JICA Bizのために自社負担で駐在者を派遣しています。
仮にJICA Bizに採択されなくても同じように活動をする
つもりでいました。

⚫ 聴力障がい者、医療機関に対し補聴器を販売し、黒字化を
実現しました。

成功事例

1

⚫ 意思決定者の他に、海外営業部や技術開発部、企画部な
ど様々な社内人材が事業に関わり、会社がオーナーシップ
を持ち外部人材も巻き込みました。

⚫ JICA Biz終了後、コロナの影響を受けつつも、現地駐在員と
通じてカウンターパートと丁寧なコミュニケーションを取り続け、
技術基準書に提案製品を登録することができました。

成功事例

3

⚫ 営業部だけではなく、製造部や設計部、調達部も社内で
バックアップするようにしていました。

⚫ JICA Biz終了後、グローバル飲料メーカーなどの民間企業へ
の導入に成功しました。また、公共事業道路省でも導入し、
官民の顧客への販売を実現しました。

成功事例

2

⚫ 社長自ら現地渡航を重ね、カウンターパート機関との関係
構築に積極的に関与していました。

⚫ 国家標準研究機関による型式承認試験に合格しました。

成功事例

4

⚫ 対象国は、コンサルタントに知見があるという理由で選定しました。しかし対象国では提案製品を購入する財政的な
余裕はなく、JICA Biz終了後、ビジネス化できませんでした。

⚫ 案件化調査後に普及実証事業を計画していました。普及実証事業が不採択となり、その後海外展開は一時
中断しています。

課題のあった
事例

⚫ 成功事例では、JICA Bizを進める主体はあくまで自社であるということが調査計画時から実施段階を通して意識されていました。

事例
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

事後モニタリング調査から過去の事例を分析してみると、途上国ビジネスに向けて求められるマインドとして以下の2点が重要であることが
明らかとなりました。

① 企業自らがビジネスモデルを検討する主体性

② ビジネスモデルや事業計画書を変更する際の企業による意思決定

ビジネスTips 「途上国ビジネスに必要なマインドとは？」

海外展開に能動的に取り組む組織体制が構築されている。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

ここまで、「能動的に取り組む組織体制」を構築するために、企業自身がオーナーシップを持つことが大切であることを解説しました。
本頁では、具体的にどのようなマインドを持ち主体的に関与していくべきか、2点ご紹介します。

1

① 企業自らがビジネスモデルを検討する主体性

初めての海外展開において事業化に向けた調査を円滑に進める
ためには、開発途上国でのビジネスに通じた外部コンサルタントを
活用するケースが多いです。ただし、外部コンサルタントに過度に
依拠しすぎる、または間違った活用の仕方をすると思わぬ落とし穴
にはまったり、トラブルに巻き込まれたりすることがあります。

海外ビジネス展開で気をつけるポイントは、外部の人材に過度に
依存せず、主体性を常に持つことです。
JICAの民間連携事業のように、事業化に向けた調査をサポート
する支援は多数ありますが、支援終了後は支援期間を通じて
得た情報をもとに、自らの判断でリスクを負って、ビジネス展開や
投資の意思決定をすることになります。
JICAの民間連携事業を活用した企業の成功事例を見てみると、
社長や事業部長といった会社を代表して意思決定できる方が

旗振り役となって調査をリードし、販売先候補、仕入先候補、
代理店候補、現地キーパーソンや、カウンターパート機関と直接
協議し、ビジネスモデルを実証していました。一方で、外部の人材
に過度に依存しすぎた事例では、海外ビジネス展開のノウハウが
会社に蓄積されず、その後の事業計画を描き切れない、事業
展開しきれない等の状況が見られました。
外部の人材とはお互いが行う業務を明確にし、協働関係を構築
することが望ましいといえるでしょう。また、企業自らが現地の重要
関係者と直接コミュニケーションを取ることは、継続して現地パート
ナーと良好な信頼関係を築く上で重要となります。海外展開に
おいて外部の人材は重要な存在ではありますが、企業が主体性
をもって調査を進めることが大切です。

② ビジネスモデルや事業計画書を変更する際の企業による意思決定

事業化に向けた調査を進めていくなかで、当初予定していたビジ
ネスモデルや事業計画の展開が困難であることが判明することもあ
ります。そのような場合、企業にはどのような姿勢が求められるで
しょうか。ここで重要なポイントは、ビジネスモデル・事業計画を変
更する場合は企業が検討し意思決定をすることです。

例えば、公共インフラなどに関わるBtoGビジネスでは、製品や技
術の導入にあたり新たな法律や条例の制定・改正が必要となり、
その分の時間と労力がかかります。また、海外の公共調達制度に
よっては、日本企業だけでは応札することができないケースもあり、
現地ビジネスパートナーとの提携で躓くこともあります。 BtoGビジネ
スは契約金額や事業規模が大きい一方で、他のビジネスモデルと
比べて事業の成功を維持することが難しいビジネスモデルといえま
す。そのため、BtoGビジネスを検討していたとしても、状況に応じて
BtoBビジネスやBtoCビジネスの展開可能性を柔軟に検討するこ
とが必要となります。

実際にビジネス展開してみて、ビジネスモデルを変更しなければな
らないとなった場合、企業自身が意思決定し、代替案を模索して
いくことが大切です。この際、外部コンサルやパートナーの意見だけ
に左右されず、社内で改めて次の戦略に対する共通認識を醸成
させたうえで、判断できると良いでしょう。また、意思決定のプロセス
においては、現地パートナーなどの声を取り入れることはもちろん重
要ですが、あまりに多くのステークホルダーを巻き込んでしまうと最終
判断を下すまで時間を要してしまい、結果的に商機を逃してしまう
場合もあります。どのラインで自社が判断すべきか意識することも大
切です。JICA Biz実施中は様々な外部人材の協力を得て情報
収集を行うことが多いと思いますが、事業計画や収支計画に必要
な根拠資料はJICA Bizの終了後も定期的にアップデートする必
要があります。JICA Bizを通じて自社の調査能力を向上させると
ともに、不足する情報や根拠について、企業自身がアラートを起こ
せるような事業体制にしておくことも大切です。

映画や小説の世界でも必ず「プランB」の存在が物語を進めるものです。

「事実は小説より奇なり」といったことわざのように、どのようなビジネスにおいても事業の方針転換や新しい発想が
必要になる時が訪れますが、その際に適切なアクションがとれるよう、柔軟な思考が重要となります。
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

海外展開を行うための経営リソースがある。2

⚫ 財務状況を踏まえた財務的な撤退基準を設定しましょう。
算出にあたっては海外展開に社内の優秀な人材を投入する
ことによる国内事業への影響も考慮しましょう。

⚫ 初期投資費用を抑えたビジネスモデルの検討しましょう。

例1：直接投資ではなく代理店方式や輸出ビジネス
例2：独資ではなく合弁共同事業
例3：Eコマース等の活用

⚫ 資金調達先には、具体的かつ実行可能性の高い事業計画
をもって、事業性を理解してもらいましょう。

企業の対処策

⚫ 審査段階で事業内容や企業の財務状況、人材状況を
確認し、国内事業への影響も考慮して無理な計画となって
いないか確認しましょう。

⚫ 企業の財務状況人、材の状況と照らして、リスクが過大な
事業計画になっていないか確認し、必要に応じ、規模の
小さいビジネスから始めることなどを提言しましょう。

⚫ JICA Bizについての報告会等の機会に、企業が望む場合、
取引銀行等の参加を広く認めましょう。

支援機関に求められる支援策

対策

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

■本業の収益基盤を整える

長期間、粘り強く海外展開の推進を継続
していくため、本業の収益基盤の安定や、
初期の赤字に耐えうる財政基盤を整え
ましょう。安定した収益基盤は、現地の
パートナーや想定顧客への信頼を得る
ための訴求材料にもなり得ます。

■資金調達ニーズを確認する

初期投資資金や運転資金等の必要額を、
金融機関からの借入の可否も含めて
確認しておきましょう。

■自社の財務状況を踏まえて限度額を設定する

事業が困難な状況に陥った場合の無理な深追いを避けるためにも、自社として許容でき
る投下資本限度額をはじめ財務的な撤退条件を確認しておきましょう。

■初期投資費用を抑えたビジネスモデルを検討する

自社の経営リソースを考慮に入れた持続可能なビジネスモデル・事業計画・収支計画を
立てましょう。

■取引銀行等を効果的にJICA Bizに巻き込む

取引銀行に自社の海外事業を理解してもらう機会を設けましょう。

■持続的な海外展開推進体制を構築する

社内担当者の変更等に左右されない海外展開推進体制を構築しましょう。調査事業の主要メンバーが1～2人しかおらず、事業後の
部署移動や退職で事業継続が難しくなったり、調査内容を把握している人材がいなくなったりするケースは多く見られます。国内事業、
本業への影響を考慮し、無理のない体制にしつつ、JICA Biz終了後のビジネス化を想定した人員計画を立てられるようにしましょう。

教訓

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

⚫ 途上国ビジネスでは、黒字化に至るまでに想像以上に長い年月を要します。売上の見込みが立たない中、余裕資金が尽き、
国内事業を優先するために海外事業から撤退するケースは珍しくありません。数年間は赤字が出ることを覚悟として、収益や
利益のマイナスの限度額を予め決めておくことが必要になります。

⚫ 一方、限られた経営資源で地域経済を支えている中堅・中小企業の中には、志や技術、ノウハウ、安定した国内事業基盤は
あっても、資金が潤沢にないところもあります。持続的なビジネス展開を目指すのであれば、初期投資費用を抑えた
ビジネスモデルを検討することも一案です。

⚫ 企業が海外ビジネス展開を実現するためには、社内担当者の変更等に左右されない海外展開推進体制を構築することが
重要です。特に社内の人的資源に制約がある中小企業の場合、必要な時に人員を投入できるように社内体制の構築を図り、
無理のない人員計画を立てるように注意しましょう。

解説
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント
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海外展開を行うための経営リソースがある。2

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない

健全である

比較的健全

どちらともいえない

あまり健全でない

全く健全でない

グラフ 企業の財務状況の健全さの程度とビジネスの成否の関係性

⚫ 必要な財務上の経営リソースを有していることは、利益を出し続ける持続可能なビジネスの実現を勝ち取る上で重要であること
が窺えます（「ヒト」に関するデータは、ポイント4参照）。

データ

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 国内の収益が安定しており、海外事業の売上も好調のた
め、それらが財務基盤となっています。

⚫ JICA Biz終了後、グローバル飲料メーカーなどの民間企業へ
の導入に成功しました。また、公共事業道路省でも導入しま
した。

成功事例

1

⚫ JICA Biz応募前より海外への輸出を行い、経営基盤が確
立されていました。現地には100%子会社と合弁会社を設
立しています。

⚫ 社長自ら何度も現地に赴き、現地パートナーの人物判断を
的確に行いました。現地生産及び販売活動により事業活動
を拡大しています。

成功事例

3

⚫ 開発途上国のビジネスの実現には時間がかかるので、国内
事業基盤、資金調達能力が必要です。

⚫ JICA Biz終了後に普及実証ビジネス化事業のカウンター
パートと有償で提案製品・サービスの継続利用契約を締結し
ています。

成功事例

2

⚫ JICA Bizをきっかけに社内に海外ビジネスの知見・経験を
蓄積できました。現在は、海外ビジネスに精通している人材
を新たに採用し、人材リソースをさらに強化しています。

⚫ JICA Biz終了後は現地の日系企業2社に対して納品が実
現ししています。

成功事例

4

⚫ 成功事例では、安定した国内基盤があり、収益面・人材面の経営リソースが整っていました。

⚫ 財務状況が健全でなければ海外でのビジネス展開は困難です。日本での新規事業立ち上げに比べて、5倍、
10倍の費用が発生しました。現在は国内での実績作りに注力しています。

⚫ インドネシアにおいて需要があることは確認できましたが、国内の本業の調子が悪くなり、海外展開の余裕がなくなり
ました。また、海外展開のための優秀な人材の確保も難しかったです。

課題のあった
事例

事例
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

海外展開を行うための経営リソースがある。2

経営リソースは、ヒト・モノ・カネの3つが代表的な重要要素とされていますが、本頁では、「カネ」にフォーカスを当て、教訓（p.10）
の事業採択後～事業実施後に意識すべき点として示したポイントをご紹介します。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

ビジネスTips 「途上国ビジネスでのお金との向き合い方」

JICA Biz採択後から事業実施後に意識すべき点は、以下の3点です。

① 財務状況を踏まえた限度額の設定

② 初期投資費用を抑えたビジネスモデルの検討

③ 海外事業の取組に対する金融機関等からの理解

① 財務状況を踏まえた限度額の設定

海外展開時に財務面で気を付けるポイントは、初期投資と黒字
化するまでの赤字に耐えられる財務基盤を有しているかということ
です。足の長い途上国ビジネスにおいて、売上の見込みが立た
ない中、余裕資金が尽きたことから損切して国内事業を優先し、
海外事業から撤退するケースは珍しくありません。ビジネスにおいて
損切は重要です。タイミングを見極めるために、まずは、途上国
ビジネスに必要な初期投資費用と黒字化するまでの運営維持

費用について、社内の優秀な人材を海外展開に投入することに
よって損なう国内事業への影響も考慮したうえで概算費用を
算出することが重要です。数年間赤字が出ることを前提として、
収益や利益のマイナスの限度額を明らかにしておくことで、事業
継続や事業撤退の判断材料の一つとなり、事業が困難な状況に
陥った場合に無理な深追いを避けることができるからです。

② 初期投資費用を抑えたビジネスモデルの検討

とはいえ、限られた経営資源で地域経済を支えている中堅・中小
企業の中には、志や技術、ノウハウ、安定した国内事業基盤
はあっても手元に余裕資金が潤沢にあるとは限りません。そこで
お勧めしたいのは、初期投資費用を抑えたビジネスモデルの検討
です。初期投資費用を抑えたビジネスモデルの検討により、資金
不足の課題に対処し、持続的な成長を達成する道を切り拓くこと
ができるかもしれません。
例えば、最初の段階では直接投資ではなく、代理店方式や輸出
ビジネス等、多額の初期投資費用が発生しにくいビジネスモデルの
下、ビジネスを小さく始めてみるのも一案です。JICA Bizを活用し、

その後実際に売上を実現している企業の多くは、小さいビジネス
からスタートし、事業拡大を図っています。また、直接投資する
場合でも、独資ではなく、現地企業とのパートナーシップや共同事
業を検討することで、リソースを共有し、投資費用を分担することも
できます。或いは、Eコマースを活用することで物理的な店舗を
持つ必要がなくなり、初期投資を抑えることもできるかもしれません。
自らの目で現場を見て、また自社の経営リソースを考慮し、持続
可能なビジネスモデルやビジネスの在り方を検討することが重要
です。

③ 海外事業の取組に対する金融機関等の理解促進

初期費用を抑えたビジネスモデルを計画したとしても、多くの企業
にとって外部からの資金調達は必要であり、資金調達が一つの
課題となります。資金調達先として日頃から取引のある銀行や
信用金庫等からの借入を検討することも多いのではないでしょうか。
海外展開に向けた新たな可能性を切り拓くためにも、金融機関や
投資家等へ自社のビジネスモデルの魅力を伝え、理解を促進する
ことが不可欠です。過去にJICA Bizに参加した企業の事例では、
JICA Biz実施中に、JICA調査団の一員として取引銀行の担当
者に同行してもらい、海外事業の確からしさを理解してもらうことで、
融資獲得に繋げることができました。金融機関等からの資金調達

時には、具体的かつ実行可能性の高い事業計画をもって、
企業の事業性の確からしさを理解してもらうことが有効です。
金融機関等の担当者によっては、JICAについて詳しく知らない、
または、一般的にリスクの高いと考えられている途上国ビジネスへの
融資を躊躇する場合もあります。その場合、事業計画書などの
書類を用意したうえで、遅延なく融資額の返済が可能な計画で
貸し倒れリスクが低いこと、また、JICA Bizは公金を活用した
信頼できる事業であり、JICA Bizを踏まえて計画した事業である
ことを金融機関に説明し、理解を得ておくことが重要になります。

日本国内でのビジネスと同様に途上国でのビジネスにおいても常に「お金」と向き合うことになります。

安定した財務基盤の程度は企業により異なりますし、安定した財務基盤があっても赤字が拡大していけば不安定な
財務基盤になり得ます。

そうした事態を避けるためにも、まずは損切（事業撤退）基準の設定や初期投資費用を抑えたビジネスモデルを
検討してみてはいかがでしょうか。

また、外部からの資金調達が必要な場合は、海外展開に対する金融機関等の理解促進に向けたまたはも合わせて
検討いただくことをお勧めします。
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

信頼できる現地の社外パートナーを確保している。3

■ビジネス実現に向けて自社の
弱みを認識する

社外パートナーが補完しなければならない
自社に不足している部分を整理しましょう。

■現地ビジネスパートナーとの契約は
慎重に行う

販売代理店等との契約条件、契約書の
言語等をどのようにするか、企業の状況や
目的を勘案して慎重に検討しましょう。
また、契約前に契約相手の信用情報を
入手し、確認しましょう。

■社外パートナーとの適切な
コミュニケーションの場を作る

円滑な業務実施に向け、組織・政策変更、
担当者変更に備え、社外パートナーと
定期的に連携を取れる体制を整えましょう。

■現地パートナーの確保における留意点を調査する

商社、進出済みの日系企業等から現地パートナーとの連携に
関する進出国特有の留意点を確認しましょう。また、JICAやジェトロ
等の公的機関と連携し情報を収集しましょう。

■外部人材および現地の協力人材、
通訳を確保する

JICA Bizの成功には、対象国特有の
商習慣やコミュニケーション方法に通じた
人材や、現地の利害関係者との人脈を
有する人材が不可欠です。

■機材供与がある場合、機材管理体制を計画する

供与した機材については、定期的な保守管理、交換部品の提供、
専門的技術者による修理の必要性も念頭に、その対応方法を
事前に定めて、カウンターパート機関等と合意しておきましょう。

■社外パートナーに求める条件や選定
要件を整理する

JICA Biz応募前に可能な範囲で社外
パートナーの条件を明確にしましょう。例え
ば、現地の商流に詳しい人材、現地の関
係機関に影響力を行使できる人材など、
予め条件を整理しておくことで、事業中に
自社が求める水準を満たせる社外パート
ナーかどうか、スムーズに見極めることができ
ます。

■社外パートナーを見極める

どんなに優れた技術や人材が在籍していたとしても、財務基盤が整っていない・属人的な
組織体制・Win-Winの関係が構築できない等の理由で、協業が上手くいかないケースも
あります。予め整理しておいた条件や丁寧なコミュニケーションを重ね、長期的な社外パー
トナーになり得るか慎重に判断しましょう。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 多くの企業が、適切な社外パートナーを確保し、協業したことを進出国で売上を実現することができた要因と考えています。
そのため、社外パートナー選びは慎重に行いましょう。

⚫ 望ましい社外パートナーは企業により異なります。ビジネス化に向けた課題を整理した上で、企業だけでは解決でき
ない課題を解決するために必要な実施体制を組成することが肝要です。

⚫ 社外パートナーの候補探しを独自で行うのは簡単ではありません。事業応募前の段階から、現地の展示会への参加や、日本の
公的機関（JICAや経産省、ジェトロなど）が主催するイベントなどを通じて、人脈作りを開始すると良いでしょう。

⚫ JICA Biz終了後に売上実現を果たした多くの企業は、JICA Bizの過程でカウンターパートと良好な信頼関係を構築していまし
た。JICA Bizで築いた関係性をJICA Biz終了後も維持している事例がある一方、人事異動や担当者の退職によって、関係
性が途絶えてしまった事例も多数あります。過去の事例では、ビジネス化に至らなければ、JICA Bizを通じて得た関係性は時間
の経過とともに弱くなる傾向にあります。

⚫ カウンターパート、現地パートナーと信頼関係を築くには、Win-Winの関係（双方が利益を得られる状況）を確保することが
重要となります。そのためには、相互理解の促進・相互の尊重、ビジネスの透明性の担保、共有価値の創造等が重要です。

教訓

⚫ JICA Bizが開始される前に現地パートナーに求める条件を整理し
ておきましょう。

⚫ 自社の強み・弱みを適切に把握したうえで、自社の弱みを補うため
の他社との連携を検討しましょう。

⚫ 展示会に出向きパートナーを発掘しましょう。又はジェトロや中小機
構等のサービスを利用して現地パートナー候補をリスト化しましょう。

⚫ 日本国内の信用調査会社が発行する海外企業の信用情報は
比較的安価に入手可能ですので、活用しましょう。

企業の対処策

⚫ JICA独自の人的ネットワークを活用して対象国のビジ
ネスに精通する人材を紹介しましょう。

⚫ 中小機構やジェトロの担当窓口を紹介しましょう。

⚫ 本邦受入活動はカウンターパートとの信頼を構築する
絶好の機会になります。JICA Bizの一部に本邦受入
活動を効果的に組み込むよう助言しましょう。

支援機関に求められる支援策

対策

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

解説
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信頼できる現地の社外パートナーを確保している。3

確保した ある程度確保した どちらともいえない あまり確保できていない 全く確保できていない

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 成功事例では、現地の販売拠点（代理店や販売子会社・支店）やカウンターパート機関、公共事業発注機関との
コネクションを有している社外パートナーを確保していました。

⚫ 社外パートナーの存在はビジネスの立ち上げ、売上の実現、および利益の拡大状況において影響を与えている可能性があること
が窺えます。

データ

グラフ 社外パートナーの確保の程度と利益の拡大状況の関係性
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利益実現
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売上実現
（n=21）

売上未実現
（n=46）

断念
（n=33）

グラフ 社外パートナーの確保の程度とビジネスの成否の関係性

⚫ 現地パートナーが、カウンターパート機関に働きかけを行っ
てくれたことがきっかけで公共事業の受注につながりました。

⚫ 普及・実証・ビジネス化事業終了後に、進出国のインフラ担
当部署から新規設置予定の浄化システムの見積依頼を受
けました。

成功事例

1

⚫ 社長は日本語が流暢な現地出身の人材です。また、進出
国で人脈を有するパートナーを獲得して、現地に大きな権
限を移譲しています。

⚫ 現地国営企業と提案製品の普及を目的としたパートナー契
約を締結できました。

成功事例

3

⚫ JICA Biz実施以前から取引実績がある潜在顧客とのネッ
トワークを有し、医療機器・医薬品に見識の深い代理店を
起用することでビジネス化を実現しています。

⚫ 提案製品の薬事承認を取得しました。現在はJICA Bizを通
じて検査機器を設置した病院に、試薬を販売しています。

成功事例

2

⚫ オペレーションを担う現地パートナー候補はいましたが、提案技術に関連する理解度や技術力が低く、自社が求め
る水準ではなかったため、確保に至りませんでした。

⚫ 現地パートナーに現地調査の調整や実証実験に深くサポートしてもらっており、広い人脈も有していましたが、代表
者が逝去されたことで事業体制が弱体化し、現地での調整がしづらくなりました。

課題のあった
事例

⚫ 1年間の基礎調査の後、調査で関係を築いたカウンター
パートとの連携を継続し、ビジネス化に至っています。

⚫ JICA Biz終了後は、カウンターパートに紹介された国営企業
の工場への技術指導を実施しました。その後、現地法人を
立ち上げました。

成功事例

4

事例
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

信頼できる現地の社外パートナーを確保している。3

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

海外でビジネスを展開していく時に、最初から現地の法制度、商習慣、文化、言語を十分に理解し、人脈を築き、顧客や取引先
を見つけていくことは非常に難しいです。本頁では、社外パートナー選定時のポイントや探し方、連携方法について解説します。

ビジネスTips「海外進出成功の鍵 “社外パートナー” とは？」

現地の業界団体

や商工会議所

日系の商工会議所に訪問する企業は多く、そこから良いパートナーを紹介してもらえることもありますが、現地の商工会議所や業界

団体を通して、より現地に精通したキーパーソンにアクセスできる可能性もあります。国や分野によって、業界関連団体が数多く存在

している場合もありますので、活用を考えてみると良いでしょう。

現地で開催される

展示会

展示会には様々な現地企業が出展しており、パートナー開拓の場として活用することができます。また、展示会に訪れているユーザー

から現地企業に関する評判を聞き、パートナー選定にあたって参考にした企業もいます。

ビジネスマッチング

イベント

金融機関をはじめとする民間企業やジェトロ等の公的機関が、海外展開を目指す企業向けに、現地のビジネスパートナーとの

マッチングイベントを開催しています。JICA「企業共創プラットフォーム」では、企業間交流の場を提供しています。

日本人材開発

センター

現地の産業中核人材の育成機関として、東南アジアや東・中央アジアの国に設置されています。現地人材・現地企業を育成して

きた経験から、現地企業の情報を豊富に有しており、ビジネス人材育成と現地経営人材、日本企業間および日本企業と現地企業

とのネットワーク構築の支援も提供しています。

どういった社外パートナーが望ましいのかは、企業や事業内容によって異なります。

事前準備で自社の不足部分を把握し、パートナーに求める条件を整理した上で、進出国の状況に合わせた有効な
方法でパートナーを開拓していってください。

パートナーを選定していく前に、まずは事前準備を行いましょう。
重要なのは、自社の強み・弱みを正しく認識し、社外パートナーに
補完してもらう必要がある部分を洗い出すこと、現地パートナーを
確保するにあたって、留意すべき現地特有の事情がないか調査
することです。現地特有の事情としては、現地企業の風土や商
習慣、労働環境、市場環境、サプライチェーン等が考えられます。
これらを勘案して、以下に示すような観点から現地パートナーに
求める条件を具体的に整理すると良いでしょう。

• 企業理念や事業内容に理解・共感を示しているか

• 事業に関係する専門性、実績が十分にあるかどうか

• 現地の豊富なネットワークを構築しているか

• 資金面や体制面に問題がないか

• 企業が求める水準の技術や生産体制を有しているか

短期的な売上実現のためだけではなく、中長期的な視点で条件
を満たすパートナーかどうかを考えてみてください。例えば、対象

製品・サービスにとってアフターサービスの提供が必須である場合、
現地においてアフターサービスまで提供できる専門性・実績・体制
をもつパートナーかどうかを確認しましょう。また、現地のネットワーク
については、特に事業活動に関係するステークホルダーとの強い

コネクションを有しているかどうかがポイントになります。さらに、パート
ナーと信頼関係を構築し、良好な関係を継続するためには、企業
理念や事業内容に共感を示してもらえるかどうかが重要です。そこ
までの相互理解を深めることができるかも見極めると良いでしょう。

社外パートナーの選定ポイント

では、社外パートナーをどのように探していけば良いでしょうか？多く
の企業が取り組んでいる例として、日本の公的機関、現地の政府
機関、金融機関等から紹介してもらう、自社もしくはプロジェクトを
支援するコンサルタントとともに調査を行って開拓する方法があり

ます。実際に、公的機関から紹介され、良いパートナーと出会う
ことができたケースは多く、有効な手段の一つであると言えます。
その他にも、現地で適切な社外パートナーを確保した企業が実践
された方法がありますので、以下に挙げていきます。

社外パートナーの探し方

社外パートナーの選定ポイントをしっかりおさえ、有効な開拓方法
でパートナーを確保することができた場合でも、そのパートナーが
必ずしも最良であるとは限りません。実際に、最初に確保したパー
トナーのパフォーマンスが悪く、パートナーを探し直したという例もあり
ます。しっかりと選定を行っても、そのパートナーが適切ではなかった
ということは起こり得るものであり、その点は事業リスクとして認識
しておくべきであると考えます。
さらには、パートナーとのトラブルが発生することもあり、場合によって
は訴訟にまで発展するケースも確認されています。トラブルを未然
に防ぐためは、あらかじめどのような連携方法を取るべきかを
慎重に検討する必要があります。連携方法には、販売店契約、
代理店契約、ライセンス契約、共同開発契約、製造委託契約、

合弁会社設立等、様々な方法があります。展開する製品・サー
ビスの特徴、進出形態、ビジネスモデルに応じて、適切な方法を
選択しましょう。問題が発生した場合に、自社がイニシアティブを
持って対応することができるような提携内容にすることにも留意
してください。連携方法の検討にあたっては、現地における日本
企業の事業展開に精通している、現地ジェトロ等の公的機関や、
現地の法律事務所に相談することをおすすめします。
最後に忘れていけない点は、現地パートナーもあなたのことを慎重
に品定めしているという点です。お互いWin-Winの関係を構築
できるよう、意思決定できる役職者等が最後は直接面談し意思
決定することが重要です。

社外パートナーとの連携方法

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/platform/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/tech_pro/japancenter/index.html
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自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。4

⚫ 自社が目指すビジョンの達成に向けて、自社に不足している
点（弱み）を認識しましょう。

⚫ 弱みを特定できたら、弱みを補完できる外部専門家、制度を
確認しましょう。必要に応じて公的機関（JICA、ジェトロ、中小
機構、商工会議所等）にも相談しましょう。自社の抱える
弱みをJICAが補完することが期待できるのであれば、企業の
所在地域を所管するJICAセンターに相談してみましょう。

⚫ JICA Bizを通じて得られた知見を社内で共有できる体制を
早い段階から整えておきましょう。

⚫ 企業が外部専門家を雇うことが難しい場合は、海外展開に
活用できる公的制度を紹介しましょう。内閣府「経協インフラ
ポータル」から企業の抱える課題に適した公的支援を探し、
紹介しましょう。

⚫ 提案製品・サービスの分野を専門としている現地の通訳や
展示会、業界団体を紹介しましょう。

⚫ 支援企業に寄り添い、持続的な事業展開のできる海外
展開体制の在り方をともに考えましょう。

⚫ 支援している企業に海外人材の採用・活用ニーズがある
場合、国際キャリアの情報サイトPartnerを紹介したり、JICA

海外協力隊経験者の採用を提案したりしてみましょう。

教訓

■ビジネス実現に向けて自社・自身の
弱みを認識する

新規事業の立ち上げ、進出国に関する
知見、ネットワーク、語学力等の観点から
海外展開を見据えた際に自社に不足して
いると思われる弱みを整理しましょう。

■外部人材に依頼する調査項目を
整理する

自社で調査できる範囲、できない範囲を
仕分けし、外部の専門家に依頼すべき
調査の内容を整理しましょう。予め整理
しておくことで、JICA Bizが始まるタイミング
で外部人材との目線合わせをスムーズに
行うことができます。

■弱みを強みに変える

成功した事例の企業担当者は新しい知見を吸収する能力が高く、学びながら事業を推進
していました。当初の弱みも、JICA Bizを通じて得られた知見やネットワークを活用する
ことで自身の強みに変えましょう。

■事業展開に寄与する外部専門家か見極める

外部専門家や通訳が、提案製品・サービスに関連した知見・実績を有していることは必要
不可欠な要件となりますが、企業のビジョンや戦略に賛同してもらえているか、安定した人的
な支援体制を構築できているか、自社が求めるクオリティのアウトプットを提供してもらえるか
など、中長期的に協業できる専門家かどうかを十分に見極めましょう。

■内なる国際化を図る

ABEイニシアティブ※や高度外国人人材、
技能実習生の採用を通じて、社内に海外
展開で知見を蓄積していきましょう。

■社内で知見を共有・蓄積する

社内担当者の変更の影響を受けない
海外展開推進体制の構築が重要です。
JICA Bizを通じて得られた知見を社内で
共有しましょう。

■ある程度の専門知識を有する通訳を探す

通訳の選定は非常に大事です。価格だけではなく、経歴や過去の業務実績を確認し、
一定の専門知識のある通訳を選びましょう。この際、日本の公的機関が進出国で実施
する展示会やイベントを通じて通訳を探すことも効果的です。

■外部専門家と共に調査、実証活動を行う

自社の弱みを補完できる外部専門家を探しましょう。提案製品・サービスに関連するビジ
ネスマッチングイベントに参加したり、現地の日本の業界団体とのネットワークなどを通じて
紹介してもらったりすることも一案です。
コンタクトが取れた外部専門家に対して実現したいことを明確に伝えましょう。実現したい
ことや依頼したいことが曖昧だと、実現できないことがあります。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 海外展開を成功させた企業では、社内に進出国でビジネス経験を有する人材、語学に長けた人材、異文化に対する理解が
ある人材、必ずしも進出国ではなくとも海外でのビジネス経験を有している人材が在籍していました。

⚫ 一方で、進出国を含め海外でのビジネス経験が一切なく、また、英語を含め語学力に自信がなくてもビジネスに成功している
企業の例も多く確認されています。こうした企業では、JICA Biz実施中に外部の専門家や社外パートナーを効果的に活用し、
自社の弱みを補完しながら、事業化に向けて取り組んでいました。また、こうした企業の担当者は、自身に海外でのビジネス経
験がなくても、新しい知見を吸収する能力が高く、学びながら事業を推進していました。

解説

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

※ABEイニシアティブ：アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keikyou_portal/index.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keikyou_portal/index.html
https://partner.jica.go.jp/
https://www.jica.go.jp/africahiroba/business/detail/03/index.html
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。4

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ ビジネスの成功には、現地事情に通じた人材や語学が堪能な人材が必要です。しかし、JICA Biz開始時点でそうした人材がい
なければ、外部の専門家を活用することもできます。JICA Bizの経験をその後自社のものにすることで、JICA Biz終了後にビジ
ネスを成功させている事例が確認されています。

事例

⚫ 進出国に通じた社内人材に関しては、下のグラフから強い傾向は見られません。つまり、最初から知見のある人材が社内にいる
に越したことはありませんが、予めこうした人材がいなくても外部の専門家や社外パートナーを活用することによりビジネスを成功に
収めることは可能です。

⚫ 一方で、海外新規ビジネスに通じた社内人材に関しては、利益の拡大に影響を与えている可能性が窺えます。

データ

⚫ 現地に詳しい人材が社内にいるに越したことはありません。
当社では現地人材を雇用し、内なる国際化を図っています。
顧客はポルトガル語で気兼ねなく当社に連絡ができ、現地
情報もタイムリーに把握できます。

⚫ 進出から10年が経過しました。直近2年間では黒字転換しま
した。現在、現地工場は従業員200名体制、販社は100名
体制です。

成功事例

1

⚫ 進出国での経験や新規事業立ち上げ経験のある社員はい
ませんでした。こうした人材が最初からいることが重要では
ありません。学びながらでもビジネス展開を進められます。

⚫ JICA Biz終了後に、普及実証ビジネス化事業で連携したカ
ウンターパートと有償で提案製品・サービスの継続利用契約
を締結しました。

成功事例

2

⚫ 海外案件に従事した経験はありませんでした。当社の意思
を伝えられるかを基準に現地の通訳者を見つけました。
通訳が力となりビジネス展開を進めました。

⚫ JICA Bizで設立したトレーニングセンターに栽培技術を移転
しました。栽培した作物を進出国内で流通させるとともに、日
本にも輸出しており、黒字化を実現しています。

成功事例

4

⚫ JICA Bizを担当していた社員が、大学の有期研究員に採用されたため、海外ビジネス展開をマネジメント出来る
人材がいなくなってしまいました。

⚫ JICA Biz当時の外部人材はその後全員退職し、外部人材の会社との付き合いが途切れました。また、当時の外
部人材のパフォーマンスも満足のいくものではありませんでした。

課題のあった
事例

⚫ 原材料の分析を行うため、現地や近隣国の研究機関の専
門家の力を借りました。

⚫ JICA Biz終了後は、生産した製品を現地と近隣国に販売し
ており、ブランド数を拡大させました。売上も増加傾向にあり、
現地生産も視野に入れています。

成功事例

3

グラフ 進出国に通じた社内人材の有無の程度と
ビジネスの成否の関係性

グラフ 海外新規ビジネスに通じた社内人材の有無の程度と
ビジネスの成否の関係性
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(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない

5件 5件 3件 19件

4件 2件 11件3件

6件 4件
17件6件

6件 4件
32件

11件

2件 1件 13件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

該当する人物がいた ある程度いた どちらともいえない あまりいなかった 全くいなかった

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。4

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

企業や個人が自身の弱みを把握することは、ビジネスの成功において重要なステップです。しかし、思い込みや過去の経験に頼った
「弱み」の判断は、時に誤った結論を導きかねません。本頁では、自社・自身の弱みを把握する方法と、社外パートナーを活用する
といった方法以外で人材面での弱みを補完する方法について解説します。

ビジネスTips「自社・自身の弱みを特定する方法とは？」

多くの企業において、新規事業の立ち上げにおいては、社内の特定の誰かに依存せざるを得ない事情があるため、
知見の蓄積や共有が十分になされていないことがあります。企業の置かれた状況や新規事業という性質を考慮すると、
こうした実情はある程度はやむを得ないことでしょう。

しかし、企業として持続的なビジネス展開を行うためには、社内の人材育成や知見の共有は長期的な課題として取り
組まなければなりません。

自社・自身の弱みの把握をしようとした時、それまでの経験に基づ
いて、「ヒト」や「モノ」、「情報」と特定の何かを弱みと決めつけて、
アクションを起こすことは避けた方が良いでしょう。なぜなら当事者
が考える「弱み」が想定しているビジネスを実現する上で、本当に
弱みであるとは限らないためです。さらには他により重要な弱みが
あるにも関わらず、それを見落としてしまう可能性もあります。

自社・自身の弱みを客観的に把握する上でお勧めしたいのが、
実現したいビジネスモデルと自社を取り巻く様々な要素を体系的
に整理することです。情報を網羅的かつ客観的に整理する上で
有用なのが「ビジネスモデルキャンバス」です。

ビジネスモデルキャンバスでは、①顧客セグメント、②価値提案、
③チャネル、④顧客との関係、⑤収益の流れ、⑥社内のリソース、
⑦主な活動、⑧主なパートナー、⑨コスト構造の9つのビジネス
要素を、図1のように、②価値提案を中心として、①～⑤（オレンジ）
は顧客に関わる要素、⑥～⑨（水色）は自社に関わる要素として
整理されています。事業の成功確率を上げるための自社の強みや
弱みを把握することができます。

自社・自身の弱みを把握する方法とは？

社内で海外人材を増やすためには、人材を外から補うか、社内の
人材を海外人材に育成するかしかありません。自社が目指す
ビジョンの達成に向けて、中長期的な観点から、人材育成や知見
の共有がなされる体制になっていなければ、社内で対策を講じた
方が良いでしょう。

また、JICA Bizに参加する多くの企業から、現地の商習慣や
現地の言葉を話せる現地人材の不足が課題になっていることを

聞いています。反対に、持続可能なビジネス展開ができている
企業では、日本への留学生や研修生を採用して育成するなどに
より、社内体制を整えていました。例えば、外国人材の活用に
関しては、経済産業省が実施している「国際化促進インターン
シップ事業」等の公的制度を活用してみても良いでしょう。

事後モニタリング調査の結果から、JICA Bizに参加する多くの
企業に共通する点として、人材面に課題（弱み）を有している
ことがわかっています（ビジネスモデルキャンバスでは⑥の主な
リソースの「ヒト」）。反対に、海外展開を成功させた企業では、
社内に進出国でビジネス経験を有する人材、語学に長けた人材、
異文化に対する理解がある人材、必ずしも進出国ではなくとも
海外でのビジネス経験を有している人材が在籍していました。

そこで、社内の人材面の弱みを把握する上では、社内に進出した
い国に通じた人材がいるか、社内に海外展開新規事情に通じた
人材がいるか重点的に確認すると良いでしょう。また、自社に
おいて他の若手、中堅社員に知見が共有され人材育成が図られ
ているかも確認しましょう。

人材面に関する弱みを補完する方法とは？

図1 ビジネスモデルキャンバスの表

⑧主なパートナー
事業を成り立たせるために
自社のリソースだけでは

まかなえない外部パートナー

⑦主な活動
提案製品を提供するために
必要な自社の事業活動
（営業や製造など）

②価値提案
顧客が価値を感じられる、
競合との差別化ポイント

④顧客との関係
顧客との関係を維持する

アプローチ方法

①顧客セグメント
ターゲットとなる
消費者のペルソナ

⑥主なリソース
事業を進めるうえで必要な
社内のヒト・モノ・カネ・情報

③チャネル
提案製品を提供する

ための手段

⑨コスト構造
事業活動にかかる費用

⑤収益の流れ
マネタイズするための一連のフロー

https://internshipprogram.go.jp/about/
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

提案製品・技術が規制の対象になっていない。5

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 外資規制、資本規制等の投資環境は国ごとに異なります。このうち外資規制に関しては、JICA Biz応募以前の段階で、
ジェトロ等の日本語資料も参考にあらかじめ調査しておく必要があります。

⚫ 開発途上国では法規制が整備されていたとしても、法規制の記載内容と実際の運用が乖離している場合があります。また、
進出国と日本では、規制の整備状況、政策変更の頻度、罰則など規制の法的拘束力や規制遵守に対する価値観が異なる
ことが多々あります。日本とのビジネス環境の違いを把握し、現地に適応することができるか否かが重要となります。

⚫ ただし、規制の実態をインターネット調査のみで把握することは困難です。現地調査の前に自社ビジネスに関連する規制を
調べた上で、それらの規制の運用実態に関しては、現地調査の調査項目に含め、複数の関係者からヒアリングするようにしま
しょう。

解説

■外資規制をジェトロウェブサイトで
確認する

JICA Biz応募以前に詳細まで把握する
必要はありませんが、外資規制の適用
有無については事前に確認しておきま
しょう。想定していた国に外資規制がある
場合は、別の国の選定を含めて慎重に
検討しましょう。

■許認可・認証の取得要件を確認する

進出国での許認可や認証取得が必要に
なる商材に関しては、要件を事前に確認
しましょう。また、調査計画にそれらの取得
に向けた活動計画を含めておきましょう。

■制度化を目指す場合は、企業が主体となり関係機関・キーパーソンを巻き込む

制度化を試みることは容易ではありませんが、制度化を実現した案件は存在します。その
企業は、制度化のキープレイヤーとなるカウンターパートに、提案製品・サービスの有効性
や開発効果を理解してもらうために共に活動する体制を整えていました。

■許認可・認証を得るための活動をする

商材によっては、詳細なデータを要求される場合があります。また、ビジネスに必要な
許認可、認証の取得に長期間を要することも少なくありません。JICA Biz実施期間を有
効活用して、必要なデータ・情報を得られるように調査を計画しましょう。

■規制の運用実態を調査する

進出国に提案ビジネスを後押しするような
法規制が定められていたとしても、現場で
順守されていなかったり、地域によって法的
拘束力が異なったりする場合があります。

ヒアリングを実施する際は、カウンター

パートだけでなく、各進出地域のビジネス
パートナーや顧客など、現場の実態を知る
様々なステークホルダーから情報収集する
ようにしましょう。

教訓

⚫ ジェトロのホームページで最新の外資規制を確認しましょう。

⚫ JICA Biz実施以前の段階ではジェトロ、現地パートナー
企業等から最低限の法規制に関する情報を入手して把握
しておくことが望ましいです。

⚫ 規制の有無や内容確認だけではなく、運用実態も調査項目
に含めましょう。現場の実態を把握している現地パートナーや
顧客など、なるべく複数の関係者からヒアリングし多面的な
視点から規制への対応策などを検討しましょう。

⚫ JICA Biz実施以前の段階であっても、最低限外資規制に
ついて調査するように企業に助言しましょう。

⚫ 可能な範囲で事前に法規制について確認するように企業に助言
しましょう。特に、商材が医薬品、医療機器、食品、セキュリ
ティー関連である場合は厳しい規制がかかっている可能性があり
ます。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

■最新の規制変更、制度変更を
継続的に入手する

JICA Biz実施中に調査した規制が、突
然

変更されたり、取り締まりが強化されたり
することも少なくありません。知らぬ間に、
自社が進出国の規制に抵触してしまうこと
がないよう、日頃から規制やその適用状況
等について正確な情報収集を行いましょう。
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

1件 1件
3件

13件3件

7件

5件

12件
6件

9件

2件

28件

10件

3件 2件
24件

5件 3件 2件 15件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

提案製品・技術が規制の対象になっていない。5

制約が全くなかった あまり制約がなかった どちらともいえない やや制約があった 非常に制約があった

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 売上実現している多くの企業は、進出当初から規制や制度上の問題を抱えていない企業でした。
一方、環境分野の製品に関しては、環境規制が強まることで、採択企業の商機が増える事例もありました。

事例

⚫ 規制が「ない」ことに関してビジネス状況の間に明確な関係性は見られませんでした。しかし、規制が「ある」ことは、企業の海外
展開にとって不利になる傾向があることが窺えます。

データ

グラフ 法制度の制約がないことの程度とビジネスの成否の関係性
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（n=54）
利益実現

（n=21）
売上実現

（n=46）
売上未実現

（n=33）
断念

⚫ 現地の規制は当社ビジネスを左右します。当社の場合、新たな
政令によりビジネスは大きく進展しました。一方、現地調達
比率に係る制度は政治的な意向で頻繁に変わります。
そのため都度の対応が求められます。

⚫ 進出から10年が経過しました。直近2年間で黒字転換しま
した。現在、現地工場は従業員200名体制、販社は100名
体制です。

成功事例

1

⚫ JICA Biz実施以前から外資規制の存在を認識しました。
外資による道路整備事業は「約4億円以上に限る」という
ネガティブリストの規制を受けるため、建設業ではなく製造
業としてビジネス展開をすることにしました。

⚫ 進出国でプラントを設置し、売上を実現しました。

成功事例

3

⚫ 欧米に比べると進出国の医療機器に関する法規制のハード
ルは低く、日本で流通している商材であればベトナムでの販売
は可能でした。

⚫ 聴力障がい者、医療機関に対し補聴器を販売し、黒字化
を実現しました。

成功事例

2

⚫ 当社では、全ての海外事業において事前に社内の関係部署
が輸出入規制、薬事規制を必ず確認しています。情報収集
は、ジェトロの発行している医療機器に関する報告書を確認
していました。

⚫ これまでに装置、試薬の販売を実現しました。

成功事例

4

⚫ 進出国では、法規制が体系的に整備されており、
抜き打ち検査も行っていますが、法的拘束力が
弱く、運用しきれていません。提案製品に関連
する規制が緩いことが、ビジネス化の推進を妨げ
ています。

課題のあった
事例

JICA Biz実施以前の段階で提案製品のビジネス化に
関する全ての法規制を把握している必要はありません。

外資規制や重要な政策・法規制の運用実態等、ビジネス
化の検討に必須となる情報は現地に精通したパートナー
企業等から情報を入手するようにしましょう。

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

提案製品・技術が規制の対象になっていない。5

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

海外ビジネスをする上で欠かせないポイントの一つが「規制」です。馴染みのない規制のもとで事業化を試みると、解釈に悩むことや
戸惑うことも少なくありません。一方、「規制」の内容次第では自社ビジネスにとって有利に働くこともあります。本コラムでは「規制」に
ついて意識すべきポイントと対応策、実際の事例を解説します。

ビジネスTips「進出国の「規制」について意識すべきポイントとは」

「規制」は、ビジネスを妨げることもあれば、反対にビジネスを推進することもあることがわかります。

現地の規制とその運用実態を正確に把握し、対応していくことは、持続可能なビジネスの成功を収めるために必要な
ことなのです。

JICA Bizに参加する企業が進出国の「規制」について調査を始めるにあたって留意すべきポイントは、①規制や運用実態について定期
的に情報収集することと、② JICA Bizを有効活用し商材の許認可・認証を取得するための調査を実施することの2点です。以下、それ
ぞれを解説します。

進出国の「規制」について意識すべきポイントと対応策

ひとことで「規制」といっても様々なものが存在しますが、その中でも
「外資規制」は海外進出する際にまず確認しなければならない
規制の一つです。「外資規制」とは、外国資本の企業が進出国
内に投資する際に適用される規制のことを言います。例えば現地
法人の設立を検討している場合、業種によって外国企業の出資
比率や資本金、土地所有に係る規制内容が異なるため、進出
国を選定する際の重要な判断材料となります。

外資規制以外にも、現地の労働法、環境法、税法など、ビジネス
展開する上で重要な法規制が多く存在します。規制内容によって
は、自社の製品・サービスが進出国の規制対象となる場合があり
ます。ジェトロのウェブサイトでは、最新の規制情報を日本語で
提供しています。海外展開を検討している場合は、現地調査を
行う前に外資規制等の適用有無について調べておきましょう。

規制の概要はインターネットでも確認できますが、机上調査だけ
では運用実態まで把握することは難しいのが実情です。そのため、
現地調査で確認することを強くお勧めします。ある企業では、現地
で環境汚染が社会問題となり対策を講じることが求められていた
タイミングで、排水管理のサービスを提供しようとしましたが、実際
には環境規制の法的拘束力は依然と弱く、提案サービスに対する
十分なニーズが醸成されなかったというケースがありました。

また、進出国によっては、突然の規制変更によって自社製品が
規制対象となるリスクもあります。そのため規制については、最新の
情報を定期的に情報収集できる体制を構築しましょう。特に、
医療品、医療機器、食品やセキュリティー関連の商材は、厳しい
規制があり、また、時世の流れによって制度が変更されるため、
常に情報収集ができる体制を構築し、その都度対応していく柔軟
性が求められます。なお、運用実態については、現地に不慣れな
日本人だと難しい場合があります。その場合、現地でビジネスを
している同業の日系企業や現地パートナーなど実態をよく知って
いる人に確認を依頼すると良いでしょう。

一方で、想定していたビジネスが規制対象であった場合はどうした
らよいでしょうか。現地の規制を変えさせることができればよいですが、
海外で規制を変えることは容易ではありません。その場合、関連
技術や知識を用いて、または、ビジネスモデルを変えることによって、
規制の対象外にできないか考えることで、ビジネス展開の可能性
が開かれることもあります。大変に困難な道となりますが、規制を
新境地を開くためのチャンスと捉え、事業形態やビジネスモデルの
変更も視野に入れる等、根気強く突破口を探ることも大切です。

①規制や運用実態について定期的に情報収集すること

進出国で自社の製品・サービスを販売するためには、その国の
許認可や認証が必要になる場合があります。許認可・認証に
よっては、現地で実証データを収集し規制当局に結果をモニタ
リングしてもらうなど、長期間を要することもあります。事前のデスク
トップ調査やカウンターパートを通じて取得要件を事前に確認し、
計画的な取得を目指しましょう。

また、取得要件に不明瞭な点や判断に迷う点があれば、規制
当局に直接相談し、確認してみるとよいでしょう。過去には、企業
が保有している実証データが認証要件を満たしているかを規制

当局に直接相談したところ、規制当局から認証取得に向けた
具体的なアドバイスを得たという事例もありました。

事例として、家電を製造・販売しているA社は、JICA Biz実施中
に省エネルギー機能の提案製品について実証データに基づく研究
結果を収集し、エネルギーや環境保全に関する制度変更を行い
たいと考えていたカウンターパート機関を後押ししました。結果、現
地の省エネルギー基準が強化され、同社のビジネス機会が拡大し
ました。

② JICA Bizを有効活用し商材の許認可・認証を取得するための調査を実施すること

https://www.jetro.go.jp/
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提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。6

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 自社に適した社会環境は企業、商材、ビジネスモデルにより異なります。進出国を選ぶ際は、社会・技術・経済といった観点から、
どのような環境であれば自社の強みが活かせるのか、あらかじめ十分に整理・検討することが大切です。外部経営環境は自社で
コントロールすることが難しいため、自社のビジネス展開に有利な環境（市場）はどのようなものか理解しましょう。以下は、社会
的、技術的、経済的要因の一例になります。

解説

社会的要因の一例

• 中所得者層が増えていること

• 二国間関係が良好であること

• 治安が著しく悪くないこと

• 顧客が環境負荷軽減に関心が高いこと

• 顧客が援助に依存していないこと

• ライフサイクルコストに関心が高いこと

• 開発課題が社会で共有されていること

• 進出国の政策に後押しされていること

技術的要因の一例

• 想定顧客が容易に扱えること、容易に
提案製品の維持管理が行えること

• 販売後の問合せ対応が（現地の言葉
で）できること

• 資機材、スペアパーツが現地で調達でき
ること

• 現地の技術者が企業が求める水準の
技術を有していること

経済的要因の一例

• 想定顧客層の所得、GDP伸び率、
支出項目、支出割合、補助金・購入
奨励制度の有無等のミクロ指標

• 地域の景気動向、一人当たりGDP、
経済成長率、失業率等のマクロ指標

■自社に適した社会環境を理解する

自社の提案製品・サービスやビジネスモデル
の強みを生かせるような社会環境（社会・
技術・経済）とはどのようなものか、十分に
検討・整理したうえで、最も適していると思
われる進出国を選びましょう。

■基本情報を調査する

現地の社会情勢や技術面のリスクの有無、
国としての発展性など、現地でビジネスを

継続できる条件が揃っているか、市場環境
をあらかじめ調査し、理解したうえでJICA

事業に臨みましょう。この際、デスクトップ
調査で情報を網羅するだけでなく、特に
関心の高い国には実際に現地を訪れて
みることも有効です。

■治安や犯罪リスクを考慮して進出国・
地域を選定する

安全はビジネスの基盤です。治安が悪いと
企業活動はできません。また、ビジネスが
実現しても安全対策費用が常に必要と
なります。進出国選定の際に治安上の
リスクを忘れずに考慮しましょう。

■現地の商習慣を考慮したビジネスを検討する

商習慣が日本と異なる国は沢山あります。例えば、契約書文化がない・弱い国では資金
回収リスクが高くなる傾向があるため、販売方法、資金回収方法について慎重な検討が
が必要です。

■既得権益、利害関係者に配慮したビジネスを検討する

新規参入があれば既存の利害関係は変わります。妨害工作や政治家・行政からの干渉が
入る可能性もあることに留意が必要です。競合企業は競争相手ですが、ともに発展する
仲間にもなり得ます。利害関係者にも配慮したビジネスを検討しましょう。

■進出国における自社の立場を理解する

どこの国でも同一または近しい民族や人種の仲間だけでビジネスを進めたいと考える人、
外国企業が入ることに高い警戒心を持っている人はいます。まずは進出国における自社
の立場を適切に理解しましょう。その上で相手の話をよく聞き、適切な対応を考えましょう。

■技術の現地化を検討する

現地における維持管理やアフターフォロー、そもそもの技術レベルは、想定しているよりも
企業が求める水準を満たしていない可能性があります。技術者の育成や現地の社会
環境に適した維持管理方法を確立するには時間がかかる場合がありますので、どの程度・
いつまでに現地化を実現するのか、検討しましょう。

教訓

⚫ JICA Biz応募前に営業や調達、生産、維持管理等の
企業活動に直接影響を与える社会的、技術的なビジネス
環境を具体的に整理しましょう。整理に際しては、漠然と
考えるのではなく、ターゲットとなり得る具体的な顧客を想定
しながら整理しましょう。

⚫ 現地の商慣習、既存ビジネスに関わる利害関係者、既得
権益者、経済社会環境、宗教文化、価値観についてある
程度理解した上で現地調査、実証事業を行いましょう。

⚫ 支援機関は企業からの求めに応じて様々な情報を提供して
います。政治・政策動向に関する情報提供依頼が多いと思い
ますが、依頼のあった情報提供に加えて、参考情報として社会、
文化、技術、安全等に関する情報も共有しましょう。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後
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提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。6
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⚫ 進出国が安全であるか、十分な技術レベルを有しているか、ビジネスを阻害するような政策ではないことは全ての企業・案件に
共通する留意すべき社会環境です。一方、個社の状況に応じて、ビジネスに影響を及ぼす社会環境は異なります。

事例

⚫ 有利な経済的要因とビジネス状況の間に関してわずかな正の関係がみられるものの、明確な関係性は見られませんでした。

⚫ 一方、技術的要因が有利に働くほど、利益が拡大し持続可能なビジネス展開を実現できている傾向が見られます。

データ

グラフ 自社に有利に働いた経済的な要因の程度と
ビジネスの成否の関係性

グラフ 自社に有利に働いた技術的な要因の程度と
ビジネスの成否の関係性

⚫ 進出国で中所得者層が増えていたこと、若年層が多い
ことがビジネスにプラスとなりました。また、環境に対する
意識は低くなく、そうした消費者意識も売上拡大にプラスに
働きました。

⚫ 進出から10年が経過しました。直近2年間で黒字転換しまし
た。現在、現地工場は従業員200名体制、販社は100名体
制です。

成功事例

1

⚫ 従来製品よりも省エネ性向が高く、運用上の利便性も高い
製品を提案しました。想定顧客は新しく良いものを使いたいと
いう思考を持っており、そのことが受注を後押ししました。

⚫ JICA Biz終了後、グローバル飲料メーカー、公共事業道路
省に販売を実現しました。現地は従業員は日本人2名、フィ
リピン人3名体制でした。

成功事例

3

⚫ 進出国の人口規模や政府のインフラ開発政策を確認し、
自社の製品が現地の社会環境にどの程度合致しているの
かを把握しました。現地で普及されていない技術ではありま
したが、外部パートナーを含めた事業実施体制を構築し、
技術者の育成も行おうとしています。

⚫ カウンターパートを通じて提案技術を技術認定書に登録する
ことができ、営業活動の後押しとなりました。

⚫ 進出先国に一定水準の技術レベルがなければ提案製品を
使いこなすことができません。技術レベルはビジネス展開に
影響しました。

⚫ 提案製品の薬事承認を取得しました。現在はJICA Bizを通
じて検査機器を設置した病院に試薬を販売しています。

成功事例

4

⚫ 提案製品に対する現地のニーズはありましたが、ターゲットとなる住民の所得が低く、受容価格帯を合わせられ
なかったことが理由でビジネス化が困難でした。

⚫ 南アフリカは治安が悪く、社員に積極的に南アフリカに出張してもらうことが困難でした。また、提案製品の一部を
構成するノートパソコン等機材の盗難の危険性があることも日常的でした。

課題のあった
事例

成功事例

2

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
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ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

社会環境が適しているか把握するためには、市場規模の把握が欠かせず、海外進出の検討にあたっては、市場規模の大きさが
進出の判断材料の一つになっています。本頁では、市場規模を把握する方法だけではなく、試算した規模の大きさをどのように
解釈すべきかについても解説します。

ビジネスTips「進出国の市場規模を把握するために気を付けるべきポイントとは？」

どのように市場規模を調べるか？

市場規模を調べる第一歩は、情報収集です。昨今は様々なデータがインターネット上で入手が可能です。特に国際機関や官公庁の
公表資料は情報の信頼性が高いため、市場規模を算定する際の根拠資料となり得ます。詳細は次ページを参照ください。

①様々なデータベースから情報収集を行う

上記に挙げた方法では情報が入手できない場合に、いくつかの数字を手がかりにして推計する方法があります。以下のような情報が入手
可能な場合、業界全体の市場規模をおおよそ算出することが可能です。

• 業界へ参入している企業数 × 平均売上高

• ある企業の売上高 ÷ 当該企業の業界シェア

• フェルミ推定

数値化されていない事柄について、一般的に既知の情報を手掛かりにして論理的に推定する方法がフェルミ推定です。例えば消費財
の場合「どのくらいの人が、どのくらいの量を、どのくらいの頻度・価格で購入するか」、耐久財の場合は「新規購入の需要、買い替えの
需要、買い替えない人はどのくらいか」というような考え方で仮説を立て、概算します。アンケート調査やヒアリングを実施して手掛かりと
なるような情報を収集することもできるでしょう。適切な推論に基づいた推定であれば、実態に近しい算出も可能ですが、実態と大きく
乖離した数値になってしまう場合がある点は注意が必要です。

②有効なデータがない場合の市場規模推計方法

市場規模の分析結果をどう解釈する？

市場規模の大きさが判明したら、その結果をどのようにビジネス判断に繋げれば良いでしょうか。市場が大きければ良いという訳ではなく、
市場規模の推移や、競合がいるかどうか、いる場合はその脅威がどの程度か等、複合的に解釈することが重要です。

市場規模が大きいと参入の間口は広がりますが、その分参入する企業も多くなり、競争が激しい可能性があります。競合企業が多数
いる中で、競争優位性を確立することができるかどうかを検討する必要があります。または、特定の消費者層に絞る、もしくは複数の消費
者層を組み合わせてターゲットにすることも一案になるでしょう。現時点で市場が大きくても、縮小傾向にあることが判明する場合もあり
ます。参入を避けるか、あるいは競合の撤退後に生き残った企業が享受できる残存者利得が狙えるかを検討しましょう。

市場規模が大きい場合

市場規模を正しく把握できなかった場合、海外進出の方向性を見誤ってしまうことになりかねません。

可能な方法を駆使して市場規模を把握し、その結果を様々な角度から解釈することで、進出のポテンシャルを検討
しましょう。

市場規模が小さくても、一部の消費者層からの厚いニーズがあるということもあります。安定的なニーズを確保できれば、参入可能性が
あると言えるでしょう。また、現時点では市場規模が小さくても、拡大傾向にあることが判明した場合、他社に先んじて参入できるか、
新規参入が相次いだ場合でも競合他社に差別化できるか否かによって検討の余地があります。

市場規模が小さい場合
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提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。6

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

有用な統計情報

表 市場規模を確認できる主たるデータベース一覧

統計データは公的なデーターベース以外からも入手可能です。いくつか効率的かつ効果的な情報収集手段がありますのでご紹介します。

日本の官公庁による公表資料の中で、国外の市場について言及されている場合もあります。例として、

• 経済産業省「通商白書（https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/index_tuhaku.html）」

• 総務省「情報通信白書（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/）」

• ジェトロ「各種調査レポート（https://www.jetro.go.jp/world/reports/）」

• JBIC「投資環境レポート（https://www.jbic.go.jp/ja/information/investment.html）」

が挙げられます。現地の政府機関によるデータも存在する可能性がありますが、現地の言語に限られることも考えられます。

官公庁の白書

業界団体がある場合は、団体にて独自調査を行っていることがあります。希望する業界に団体が存在しない場合は、類似性・関連性の
高い業界団体の情報を参考にすることもできるでしょう。

業界団体のレポート

官公庁や業界団体のレポートから得られる情報が限られている場合、民間調査会社からデータを購入する方法も検討しましょう。無料
で配布されているケースや、プレスリリース上で要点が触れられている場合もあります。

民間調査会社からのデータ購入

分野 データベース名 備考 ウェブサイトURL

全般

Undata 国際連合のデータベース https://data.un.org/

World Bank Open Data 世界銀行のデータベース https://data.worldbank.org

OECD iLibrary
経済協力開発機構（OECD）の
オンライン図書館

https://www.oecd-ilibrary.org

e-Stat 日本統計局の統計情報 https://www.e-stat.go.jp

農業開発／
農村開発

UN Comtrade 貿易統計 https://comtradeplus.un.org

FAOSTAT
国連食糧農業機関（FAO）の
統計データベース

https://www.fao.org/statistics/en

保健医療

WHO Data collection and 
analysis tools

世界保健機関（WHO）が提供する
データ収集・分析ツール

https://www.who.int/data/data-collection-tools

WHO Global Health 
Observatory Data

WHOの統計データベース https://www.who.int/data/gho

教育

UIS Statistics
国連教育科学文化機関
（UNESCO）の統計データベース

http://data.uis.unesco.org/

OECD Data – Education OECDの教育関連データ https://data.oecd.org/education.htm

デジタル化
OECD Data – Innovation 
and Technology

OECDのテクノロジー関連データ
https://data.oecd.org/innovation-and-
technology.htm

環境管理
UNEP-WCMC Resource

世界自然保全モニタリングセンター
（UNEP-WCMC）のデータベース

https://resources.unep-wcmc.org/

UNDP Publications 国連開発計画（UNDP）の出版物 https://www.undp.org/publications

水資源

UN-Water 国連水関連機関調整委員会 https://www.unwater.org/

WHO – Water, sanitation 
and hygiene

WHOによる水資源関連情報
https://www.who.int/health-topics/water-
sanitation-and-hygiene-wash#tab=tab_1

https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/index_tuhaku.html
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/
https://www.jbic.go.jp/ja/information/investment.html
https://data.un.org/
https://data.worldbank.org/
https://www.oecd-ilibrary.org/
https://www.e-stat.go.jp/
https://comtradeplus.un.org/
https://www.fao.org/statistics/en
https://www.who.int/data/data-collection-tools
https://www.who.int/data/gho
http://data.uis.unesco.org/
https://data.oecd.org/education.htm
https://data.oecd.org/innovation-and-technology.htm
https://data.oecd.org/innovation-and-technology.htm
https://resources.unep-wcmc.org/
https://www.undp.org/publications
https://www.unwater.org/
https://www.who.int/health-topics/water-sanitation-and-hygiene-wash
https://www.who.int/health-topics/water-sanitation-and-hygiene-wash
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企業がバリュープロポジションを把握している。7

⚫ バリュープロポジションとは、「顧客が自社製品を選ぶ理由」を意味し、①顧客ニーズに合致して
おり、②他社と競合しておらず、または競争が少なく、③自社の製品・サービスが提供可能である
領域のことを指します。図で示すと、右図の網掛け部分に該当します。

⚫ ビジネスの成功にはバリュープロポジションを把握することが不可欠です。単に提案製品・サービス
が進出国の社会的課題やニーズに合致しているだけでは、多くの場合、持続可能なビジネスを
実現で来ません。

⚫ バリュープロポジションの把握には、市場調査等を通じて①顧客ニーズ、②競合他社の動向、
③自社の強み・弱みを正確に把握することが最初のステップになります。狙うべき領域を特定でき
たら、仮説検証を繰り返し、ブラッシュアップしていきましょう。

解説

バリュープロポジション

顧客が
望んでいる
価値

競合他社が
提供できる
価値

自社が
提供できる
価値

13

2

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 自社製品・サービスのバリュープロポジション（「顧客から選ば
れる理由」）を把握する大切さについて、認識しましょう。

⚫ JICA Biz実施前から、提案製品のターゲット層が存在するか
など基本的な情報収集をしておきましょう。

⚫ 現地の製品・価格ニーズについては、詳細かつ具体的に把握
できるよう計画しましょう。調査方法は、欲しい情報に応じて
現地目線を意識し工夫しましょう。

⚫ 競合他社の情報を収集し、市場から適正利益を獲得できる
か分析しましょう。

⚫ 企業に対し、自社製品・サービスのバリュープロポジション
（「顧客から選ばれる理由」）を把握を、企業に促しましょう。

⚫ 企業が分析したバリュープロポジションの仮説を客観的な
立場から確認し、必要な助言を行いましょう。主観的になり
すぎていた場合は、その点を指摘しましょう。

⚫ エンドユーザーに受容価格帯のアンケート調査を実施する
場合は、必要な結果が得られるようなアンケート調査となる
ように調査設計につき助言しましょう。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

⚫ 特に価格の観点からの需要喚起、仕様・価格の各面からの顧客ニーズに合致した製品・サービスの提供に関しては、ビジネスの
成功のために、自信をもって顧客に価値を提供できると確信できるレベルまで突き詰めることが必要です。

■「バリュープロポジション」の把握の
必要性を理解する

ビジネスの成功にバリュープロポジションの
把握が必要であることを認識し、調査計画に
含めましょう。これにより効果的、効率的な
調査、ビジネス展開が可能になります。

■「バリュープロポジション」の
要素について市場環境を調査する

バリュープロポジションの3つの要素が進出国
で当てはまるか、市場規模や競合などの
基本情報を収集し、打ち手のおおよその
目途を立てておきましょう。

■仮説を外部有識者や想定顧客で
検証する

自ら作成した仮説について、JICA、外部
専門家に対し、客観的に妥当であるか確認
しましょう。その後、想定顧客に直接確認し、
バリュープロポジションを的確に把握しましょう。
JICA Biz実施中に、テストマーケティングを
行い、現地のニーズ（性能や価格、ターゲッ
トなど）にマッチするゾーンはどこか、細かく
検証することも効果的です。

■「バリュープロポジション」を繰り返し
模索する

政権交代、景気後退等様々な理由で
バリュープロポジションは変化し続けます。
顧客・市場からの声を傾聴し、ニーズとずれ
た価値を提供していないか、定期的に確認
しましょう。

■「バリュープロポジション」の
仮説を考える

自社で実施可能な範囲で、自社のバリュー
プロポジションを把握してみましょう。分析に
当たっては、①顧客ニーズ、②競合他社の
動向、③自社の強み・弱みを確認しましょう。

■検証結果を踏まえて課題を整理する

バリュープロポジションが特定できたら、そこに
製品・サービスを提供するために解決が必要
な課題を整理しましょう。ここで整理した
課題を解決できれば、単に「あればいいな」を
把握するニーズ調査しか行わなかった場合
よりも、売上・利益の実現に近づきます。

■自社の強み・弱みも忘れず検討する

自社が考える強み・弱みは、顧客・市場が考える強み・弱みと異なる場合があります。
バリュープロポジションの把握・仮説検証を通じて、自社が置かれている状況を客観的に理解
することが大切です。

教訓

■企業が目指していくべき方針を
定める

JICA Biz実施前、JICA Biz実施中に仮説
検証した結果、バリュープロポジションの領域
を定め、戦略を立てましょう。この際に、狙い
を明確に定めていないと、ビジネスモデルの具
体性・実現可能性が低くなります。

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後
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企業がバリュープロポジションを把握している。7

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 売上を実現した企業は、自社製品・サービスが現地で選ばれ続けるために、現地調査の過程でできるだけ顧客の生の声を聞く
ための工夫を凝らしていました。

事例

⚫ バリュープロポジションを把握するだけではビジネスの実現は難しいですが、ビジネスを継続している企業においてはバリュープロポジ
ションを把握することにより、ビジネスをより進展できていることが窺えます。

データ

1件 2件 2件 6件
3件 1件 2件 9件
4件 6件

4件
17件

8件

11件 7件
35件

11件

4件 3件
24件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

グラフ バリュープロポジションの把握の程度と利益の拡大状況の関係性

利益が拡大 利益が増減 利益が減少 黒字化してない

2件 1件
2件 4件

3件 2件

2件

5件
12件 5件

2件

5件

22件 10件

4件

14件

16件 6件
2件

12件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

利益実現 売上実現 売上未実現 断念

グラフ バリュープロポジションの把握の程度とビジネスの成否の関係性

完全に把握している ある程度把握している 把握できていない 完全に把握できていないどちらともいえない

⚫ 5W1Hを意識し定量・定性的に調査したことで、現地ニーズ
を明らかにし、競合他社では実現できていないサービスを
導入したことによって自社が独自で提供できる価値を強化
しました。

⚫ 進出国では、病気を早期発見・早期予防するというニーズが
潜在していました。提案システムを進出国全土に広めることが
でき、売上を実現しています。

成功事例

1

⚫ 政府の方針としてインフラ需要が伸びていた進出国では、
自社が提供する技術が普及されていない状況でした。現地の
ニーズに合致している提案技術且つ、競合他社が存在しない
状況であったためバリュープロポジションを確立することができ
ました。

⚫ JICA Biz応募前より、社長が何度も現地に赴き、展示会などに
積極的に参加しました。

成功事例

3

⚫ 現地ニーズに基づいた日本式の提案製品を普及したことで
他社との差別化も実現し、現地パートナーを通じて販促
活動を拡大しています。

⚫ 現地の販促活動は現地パートナーに任せており、JICA Biz

で提案した商材とは異なる商材も展開しようとしています。

成功事例

2

⚫ 販売価格は高いものの、中・高所得層をターゲットにした
ことで、競合他社への差別化を図り、高付加価値に資する
製品を販売することができました。

⚫ 現地スタッフに対して技術移転を行い、販促活動のための
情報収集やオペレーションの現地化に成功しました。

成功事例

4

⚫ 提案製品のコンセプトは高い評価を得ていましたが、顧客の受容価格帯に合わず、求められている価値を明確に
確認することができなかったため、事業を継続できませんでした。

⚫ ニッチな提案製品であるために、競合他社が存在しない環境でしたが、進出国の産業が発展していないことから、
市場ニーズが限定的であり、積極的な営業活動に至っていません。

⚫ JICA Biz実施前に十分にマーケティング調査ができていなかったため、提案製品に対して現地のニーズがないことが
JICA Biz実施中に明らかになりました。

課題のあった
事例
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改めておさらいしましょう。バリュープロポジションとは、製品・サービス
について①顧客が求めており、②自社が提供可能で、③他社と
競合しない価値を特定するものです。言い換えれば「顧客が自社
の製品・サービスを選ぶ理由」といえます。バリュープロポジションを
把握することで、顧客が求めている価値（カスタマーバリュー）
に基づいて競合他社と差別化し、顧客に選ばれる製品・サー
ビスを提供することができます。顧客は、競合他社にはない付加
価値を求めるからこそ、あなたの会社の製品・サービスを購入する、
というわけです。

これまでの事後モニタリング調査において、社会的な課題は見えて
いても、顧客のニーズに応えられる価値を提供できずに、売上
実現に繋げられていない事例が見られました。JICA Bizにおいて
利益実現、売上実現している企業は、市場調査や実証事業の
過程で、顧客のニーズを基にバリュープロポジションを明らかにする
ため工夫を凝らしていました。

企業がバリュープロポジションを把握している。7

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

売上を実現している企業は、顧客が求めている価値と、他社と差別化し自社が提供できる価値がマッチしている領域、「バリュー
プロポジション」をどのように把握しているのでしょうか。企業の事例とともに具体的に解説していきます。

ビジネスTips「真の価値、バリュープロポジションとは？」

A

社

A社は医療機器を販売する企業で、主に病院で検査プロセスの質や量を調査しました。このJICA Bizの対象国では、病気を早期発見・早
期予防するという社会的ニーズが高まっており、潜在的な需要がありました。

それに対しA社は、質の高い検査をするということに焦点を当て、検査をする上でどこがボトルネックとなるのかをJICA Biz実施中に細かく
調査しました。何が、どの程度、どのように検査されており、企業の医療機器を導入することでどのくらい検査の質を向上できるのかを、5W1H

を意識し定量・定性的に調査したことで、顧客が求める価値を明らかにすることができました。また、競合については、進出国では中国や
欧米企業の類似製品が存在しており、価格面で勝負する必要があり、競合他社が提供できる価値は価格面にあると仮説をたてました。
そこで、同社は競合他社製品の弱点を調査し、メンテナンスサービスの点に課題があることを突き止め、製品の販売にとどまらず、他社では

実現できていない「継続的なメンテナンスサービス」の導入を目的に、代理店や病院のスタッフにトレーニングを実施しました。

このように、自社独自のサービスを強化するために対策を講じたことで、競合他社が提供できる価値を避け、企業が提供できるバリュープロ
ポジションを見つけることに成功しました。

B

社

B社は事前のデスクトップ調査で、ターゲット対象となる患者数の傾向を統計データで情報収集していたものの、その情報だけでは提案製品
が十分な効果を発揮できるかを検証できていませんでした。そこで、JICA Biz実施中に現地の医師にヒアリングし助言を得ました。

日本国内にいながらでもネット上でデータ分析や論文などの二次情報を得ることはできますが、実際のエンドユーザーに近い一次情報を
得ることで、企業が提供する価値の確からしさを判断することができます。競合については、同社が進出した国では既に外資の競合企業
が幅を利かせており、価格面においても課題がありましたが、同製品は競合製品より汎用性が高く、性能面での競争優位性を訴求する
ことで差別化に成功しました。

C

社

C社は、農家に製品を販売する企業で、製品に対する顧客の反応を伺うために展示会を活用した企業です。この企業は、農家へのヒアリン
グや意識調査を実施後、製品を進出国へ輸出し、現地の展示会でデモンストレーションを行いながら農家の方々の反応を確認しました。

C社のように、展示会などを活用して実際に商品を見てもらい、その反応を分析すると、より具体的にどのような製品の質が現地で求め
られているかを把握することができます。また、提案製品は農家にとって多少手間がかかるものの、農産物の高付加価値化に資する製品で
したが、この企業が進出した国では、多くの農家が手間をかけずに生産できる農作物を生産し、販売していたため、企業は手間をかけても
高付加価値化に関心を示す農家にのみターゲットを絞りました。安い製品だけでなく、品質の高い製品にも一定数のニーズがあったこと
から、既存の競合企業との直接的な競合を避けることに成功しました。

製品やサービスを提供する企業側と、消費者側が求めている価値がずれていると、良い商品であるにも関わらず評価
を得られなかったり、リピーターを獲得できなかったりなど（継続的な）販売に繋がらない可能性があります。

顧客目線の価値に重きを置き、かつ競合他社が提供できるサービスと違う土俵で独自の価値提供を維持できれば、
途上国ビジネスの継続性も高まるのではないでしょうか。

以上のように、顧客が求めている真の価値を探るにはいくつもの方法がありますが、「顧客目線の価値」および「自社が提供できる価値」、
並びに「他社が提供する価値を避ける」を意識し企業独自のバリュープロポジションを見出すことで、顧客に選ばれる理由を作ることができ
ます。息の長いビジネスを作り上げるには、顧客に選ばれ続ける理由を模索することが重要です。

バリュープロポジションとは？

表 バリュープロポジションを把握し利益実現、売上実現を果たした企業の事例
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提案製品・技術には販売実績がある。8

⚫ 海外でビジネスをする上で、国内外の豊富な販売実績は、「事実」として顧客の信頼や安心感を得るための効果的な訴求
材料になります。進出国の方々は、「日本ではどうなっているか？」に関心を持っています。そのため国内実績はステークホルダー
や想定顧客への訴求活動に大いに役立ちます。国内実績を現地の展示会への出展や、デモンストレーション時に訴求しましょう。
その際、販売したい製品やサービスの導入効果を、実際のデータや実際の顧客の声を一緒に示すことは有効な訴求方法となり
ます。

⚫ 一方で国内外の販売実績を有していても、現地ニーズが限られているために売上に繋がらない場合や、本社からプロジェクトの
予算が下りないという理由から事業が継続できない場合もあるため、販売実績が必ずしも事業の推進に繋がると限らないことに
は留意が必要です。

⚫ 国内外の販売実績がない（又は少ない）スタートアップ企業や、新製品の販売を目指している企業の場合、訴求材料が十分
でないために、売上実現が難しく感じるかもしれません。しかし、技術の新規性や革新性に係るクレデンシャルを示したり、粘り
強く現地との信頼関係を構築する、または、JICA Bizであることをアピールし現地関係者との連携をスムーズにしたりするなど、
アプローチ次第で販路拡大のチャンスを得ることができます。

解説

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

■国内あるいは海外の主要ビジネスの
実績を作る

顧客やカウンターパートにアピールできる
レベルの事業実績を作りましょう。進出先
国に提案する製品・サービスが主力製品と
異なる場合、提案製品の実績があると
望ましいです。

■過去の販売実績からアピールポイント
を整理する

これまでの実績から、売上実績や顧客
満足度、検証データなど、想定顧客に
対しセールスポイントとなるような訴求材料
を整理しましょう。

■現地適合化の仮説を立てておく

販売実績があったとしても既存の製品・
サービスがそのまま進出国に適用するとは
限りません。現地化の可能性を考え、

性能、価格、品質で改修すべき点はある
かあらかじめ仮説を立てておきましょう。

■販売先、カウンターパートへの実績のプロモーション方法を確立させる

展示会への出展や、機材のデモンストレーションなど、現地で販売促進できる環境を整え
ましょう。

■JICA Biz実施中の成果をメディアやカウンターパートの公式レターでアピールする

提案製品・サービスがJICA Biz実施中に現地で高い評価を受けた場合、JICA Bizであ
る

ことを活かし、カウンターパートに公式レターを発行してもらったり、メディアを通じたプロモー
ションを行ったりしましょう。過去の実績が少ない場合でも、「進出国での実績」として活用
することができます。十分な訴求材料であることを理解し、営業活動に役立てましょう。

■必要に応じ提案製品・サービスを現地適合化させる

現地調査では、提案製品・サービスが想定顧客のニーズを満たせるかを確認しましょう。
仕様、性能、価格、流通などの観点から、必要に応じて現地適合化を図りましょう。

教訓

⚫ 国内外での販売実績や JICA Bizの実績を顧客の信頼
獲得のための訴求材料として効果的に利用しましょう。機器
のデモンストレーションや実績に基づいたデータを提示すること
で、効果を実感してもらいやすくなります。

⚫ 実績は、それのみでは利益実現、売上実現には直結しま
せん。現地のニーズを入念に調査し、必要に応じて現地に
適合させることが大切です。現地調査時は、製品技術の
有用性を証明できるデータを収集し、客観的なデータを想定
顧客に提示しましょう。

⚫ 企業に対し、販売実績は、海外ビジネス展開において効率
的な販促活動に有用であるという点、国内シェアが高くても
現地ニーズに合致していないことから売上実現に至らない
ケースもある、という留意点を担当企業に助言しましょう。

⚫ BtoGビジネスでは、BtoBやBtoCに比べると、過去の販売
実績が重視される傾向があることを踏まえ、これまでにカウン
ターパートが企業に対して説明を求めた実績や実証データ等
を整理し助言しましょう。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策
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グラフ 国内販売実績の有無とビジネスの成否の関係性
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提案製品・技術には販売実績がある。8

グラフ 海外販売実績の有無とビジネスの成否の関係性

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 海外実績がない場合は国内実績を、国内の実績も乏しい場合には開発データや研究実績をステークホルダーや営業先に十分
アピールできるようにしていました。

事例

⚫ 日本国内での販売実績の有無とビジネス状況の間に関しては、明確な関係性は見られませんでした。

⚫ 一方、海外での販売実績があるほど、利益・売上を実現した企業が多い傾向がみられました。

データ

豊富にあった ある程度あった どちらともいえない あまりなかった 全くなかった

利益実現
（n=54）

売上実現
（n=21）
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（n=46）
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⚫ 海外実績がないため、国内実績をアピールしました。日本
産の作物のプロモーションも兼ねて現地の展示会に出展
しました。

⚫ JICA Bizで設立したトレーニングセンターに栽培技術を移転
しました。栽培した作物を進出国内で流通させるとともに、日
本にも輸出しており、黒字化を実現しています。

成功G事例

1

⚫ 日本の実証データをもとにJICA Biz対象国の人々向けにカス
タマイズしたサービスを提供しました。日本の方法を現地向けに
カスタマイズし現地における効果を示したことで顧客の納得感
を得ることができました。

⚫ JICA Biz実施前より現地法人を有していました。提案サービ
スを提供できる企業は、同国では当社に限られています 。

成功事例

3

⚫ 海外での販売実績をアピールしたことで、新規顧客の信頼・
信用を勝ち得ることができました。

⚫ 当社の海外売上は年間6-7億円程度であり、海外売上
比率が3割程となっています。

成功事例

2

⚫ 提案製品は、途上国向けに販売していたため、海外で活用
実績のあるモデルであるという点が、アピールポイントとなり
ました。

⚫ 途上国の環境で使用できるよう開発された製品であるため、
製品故障のリスクを低減することができました。100万ドル相
当の販売を実現しました。

成功事例

4

⚫ 国内シェアは8割ですが進出国での販売に至っていません。顧客から実績は評価されましたが、現地ニーズと必ず
しも合致していないという理由から売上実現に至っていません。シェアが高ければ販売できるということではありません。

⚫ 販売実績は日本国内を中心としていますが、ニーズ調査時に想定顧客から価格が高いという印象を持たれ、
中所得層向けのビジネスが困難でした。JICA Biz終了後の進出国での事業継続は検討していません。

課題のあった
事例

利益実現
（n=54）

売上実現
（n=21）

売上未実現
（n=46）

断念
（n=33）
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提案製品・技術には販売実績がある。8

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

海外展開に成功している企業は、販売実績を活用しどのように訴求活動を行っているのでしょうか、また、もし販売実績がない場合
はどのように工夫すればいいでしょうか。本コラムでは、ビジネスの成功と販売実績の関係について、3つのケースに分けて各ポイントを
解説していきます。 

ビジネスTips「途上国ビジネス展開時の販売実績の必要性」

A社

A社は、実績のある日本の製造業と協働し、JICA Bizに参加する前から、進出国に現地法人を設立していました。その後、JICA 

Bizに参加し、成果を上げ、カウンターパートと良い関係性を構築しました。現地からの信頼を勝ち得た結果、JICA Bizの中で現

地政府のイベントで商品をPRすることができ、メディアの宣伝効果により受注機会を増やすことに成功しました。その後、
A社は現地政府機関と契約を結び、サービス提供を通じて売上を実現しています。

B社

JICA Biz実施時、B社は当該加工品を日本国内で販売した実績はありませんでしたが、JICA Bizに採択されたことが契機と
なり、今では日本市場の開拓に成功しています。進出国での調達、加工工程のパートナー選びにおいて、JICA Bizであることを関

係先に伝えたことで、現地関係者の確保や連携がよりスムーズにできました。また、日本国内での認知拡大を図るために長期的な
視野で販売促進を考え、広告を打ちました。同社は、最初から大きなリターンが得られないことを念頭にしていたので、粘り強い姿
勢で海外事業展開に臨むことができました。今では、日本市場での販売量を増やすことに成功しています。

ビジネス展開において販売実績があることは、大きなアドバンテージとなることは間違いないといえます。

しかし、実績があっても新規市場に進出する場合、現地の特徴を捉えて適切に戦略を練らなければ、現地で受け入れ
てもらえません。

一方で、販売実績がない場合でも、アプローチの仕方次第で販路拡大のチャンスを引き寄せることはできるのでは
ないでしょうか。

国内外での販売実績は、「事実」として顧客の信頼や安心感を
得るための効果的な訴求材料になります。皆さんもインターネット
で何か新しいモノを購入したり、何かサービスを利用したりするとき、
実績、星の数、口コミを確認したことはあるのではないでしょうか。
それは海外の方々も同じです。特に、公共調達であるBtoGビジ
ネスでは、BtoBやBtoCに比べると、過去の販売実績を重視する
傾向があります。

一方で、国内の市場シェアが高く、進出国からその販売実績を
評価されたとしても、現地のニーズに合致していないという理由

や、社会情勢が大きく変わったことが原因で、売上実現に繋がら
ないケースもあります。そのため、現地で調査する際は、製品技術
の有用性を証明できるデータを収集し、客観的なデータを進出国
の想定顧客に提示すると良いでしょう。現地でのデータ収集が
困難な商材・サービスであれば、日本国内の実績に基づいたデー
タでも代用でき、顧客に訴求できます。販売実績に加えて、提案
製品・サービスの購入・導入効果を示し、顧客に効果を実感して
もらえれば、新規市場での売上実現にぐっと近づきます。

①国内外の販売実績が豊富なケース

こちらのケースにあてはまる企業は多いのではないでしょうか。効果
的に新しい商材・サービスを顧客に訴求するために、まず考えて
いただきたいことは、現地でのニーズ調査に基づき、製品の仕様や
価格などを現地に適合させることができないか、という点です。
JICA Biz実施企業の事例として、現地の技術等を活用し、
現地の購入者自らが利用、修理できるように現地化することで、
売上実現を果たした事例が多数ありました。もちろん、日本で
販売されている製品・サービスをそのまま現地で販売し成功した
事例もありますが、文化や商習慣が異なる途上国において、この
ようなケースは多くありません。

また、現地への適合化を図ったとしても、いきなり進出国の方に
購入してもらうのではなく、現地に進出している日系企業への
販売を、将来の販促拡大への足掛かりにするのも一案です。
日本国内で大きな市場シェアを有している場合は、その実績は
日本人・日系企業にアピールしやすいです。現地の日系企業に
販売できれば、その製品・サービスの導入を通じて、進出国の
新聞等に現地の言葉で掲載されるかもしれませんし、口コミで
評判が広がるかもしれません。この段階になれば、現地の方々
への横展開の可能性が見えてきます。

②国内での販売実績はあるものの海外での販売実績が少ない（またはない）ケース

新製品の販売を目指している企業やスタートアップ企業の一部では、国内外の販売実績がほとんどない場合もあるのではないでしょうか。
販売実績がない場合、進出を検討している途上国で売上を実現することは容易ではありません。しかし、国内外の販売実績がなくとも、
進出国で売上を実現し、利益を出している下記のような事例もあります。

③国内外ともに販売実績が少ないケース
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現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化できている。9

⚫ 効果的な販促活動、利益・売上の拡大には、現地目線のマーケティング戦略が重要
です。なぜなら、例えば安価な製品・サービスを提供できたとしても、製品が現地のニーズを
満たしていない場合や現地の流通網に不備があった場合、顧客満足度は下がり、
リピーターの確保や売上の拡大に繋がらないからです。

⚫ 顧客目線のマーケティング戦略を立てるためには、4P分析が有効です。4P分析は、
製品（Product）、価格（Price）、流通（Place）、販売促進（Promotion）の4つ
の要素において、顧客目線で戦略立てを行い、効率的な販促活動に繋げるための分析
です。これら4要素を現地目線でバランス良く分析し、自社製品・サービスの強みを伸ばし、
弱みを解消することが重要です。

解説

製品
Product

価格
Price

販促
Promotion

流通
Place

4P分析

製品 Product
現地市場や顧客のニーズを満たすため製品・サービスの特性、

品質、機能を現地に調和させることが重要です。

価格 Price 販売価格自体は高くとも、安いライフサイクルコストを訴求することで、売上実現は可能です。

販売促進 Promotion 顧客層に応じた宣伝、広告、デモンストレーションを通じた効果的な販促活動を行うことが大切です。

流通 Place
製品・サービスを安定的に供給するためには、

現地の事情に適したサプライチェーンの整備が必要不可欠です。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 現地の状況・ニーズを確認の上、4P分析を活用しマーケティング
要素の現地化を検討しましょう。

⚫ ユーザーの満足度を向上させるため、製品・サービスの改善を
繰り返しましょう。

⚫ JICA Biz実施期間中より、事業後のオペレーションをどのように
現地化するか検討しましょう。

⚫ 現地の流通網やサプライチェーンを構築するにあたり、JICA

事業中に現地の地の利を知る人材を巻き込みましょう。

⚫ 企業に対して、4P要素が現地化されなかったことによる失敗、
課題があった事例が多いことを紹介し、現地化の必要性を十
分に理解してもらいましょう。

⚫ 在外事務所、現地事情に精通する担当職員の視点から、
製品の仕様および価格について客観的な助言を行いましょう。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

⚫ 海外展開に成功している企業の多くは、4P要素のうち、特に流通網構築において、外部関係者を巻き込み構築プロセスの
段階から入念に検討しており、特に利益の拡大のために重要な要素です。自社内だけで検討するのではなく、現地の流通網や
商習慣を理解している外部パートナーなど第三者と議論し、現実的なサプライチェーンを構築することが大切です。

⚫ また、需要喚起に繋がる価格設定、効果的な販売促進を行う販売体制の構築に関して、重点的に調査・検討を行い、適切
な施策を実行できた企業ほど、売上、利益を拡大しています。

■現地目線のマーケティング戦略の
重要性を認識する

日本で販売実績が豊富にあった としても既成
製品・サービスがそのまま開発途上国で受け入れら
れるとは限りません。現地目線でのマーケティング
戦略の重要性を認識しましょう。

■4P要素一体不可分で調査する

例えば、販売促進や流通方法を変えれば製品仕様や販売価格が変わるように、
4P要素は一体不可分であり、相互に連動します。個別に分けて分析するので
はなく、一体のマーケティング戦略とし4P要素を調査しましょう。

■流通・サプライチェーンの構築には外部関係者も巻き込む

輸出入業や製品の販売業などを展開する場合、自社独自で流通網を確保す
ることは困難です。流通網を確立するには、検討プロセスの段階で、現地の外
部パートナーや専門家などを巻き込み、十分に検討することが大切です。

■調査結果を踏まえて
課題を整理する

調査結果を踏まえ 、
自社の強みを活かす
ことができる製品・サー
ビスを開発しましょう。
また、そこに解決が必要
な課題があれば、必要
な対策を講じましょう。

■現地の知見を有する人材から4P項目をヒアリングする

進出国の提案製品・サービスの分野について知見のある人材や企業にヒアリングを行い、4P要素の検討
事項の目途を立てておきましょう。現場に近い関係者であれば、より現実的な戦略を描くことができます。

■4P要素を踏まえた調査計画を策定する

4つの観点から顧客ニーズを把握するための計画を立てましょう。

教訓

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化できている。9

完全に現地に根差したマーケティングを実行できた ある程度実行できた どちらともいえない

あまり実行できなかった 全く現地に根差したマーケティングを実行できなかった

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

事例

⚫ 現地ニーズを基にしたマーケティング戦略は、海外ビジネスの事業拡大に影響を及ぼしていると考えられます。4P要素を一体的
に検討したうえで必要な対策を練ることが肝要です。

データ
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現地に根差したマーケティング実行度合いと利益の拡大状況の関係性
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現地に根差したマーケティング実行度合いとビジネスの成否の関係性

⚫ 現地調達比率を高め現地生産を行い、据付や維持管理も
現地で行うことで、販売価格を抑えました。また、現地
パートナーを活用し、ターゲットを優先順位付けしながら
進出国内を横断して営業しています。

⚫ 現地パートナーと現地法人を立ち上げ、現地生産を開始
するとともに、販促活動を続けています。

成功事例

1

⚫ 現地調査では、デモンストレーションをしながら現地ニーズを
探り、価格の高さが課題であることが分かりました。製品を
スペックダウンし、現地調達比率を高めることで競合他社と
同等の価格を実現しました。

⚫ 提案製品の装置を現地ニーズに合わせて開発し、現地生産
を行っています。

成功事例

3

⚫ 最先端技術は扱える人材が限られるため、できるだけ簡素化
し、オペレーションを現地化しました。案件化調査の中で実証
して見せることで、顧客からの理解を得ることができました。

⚫ 公共事業に使用可能な国家規格を取得しました。また、2基
目のプラントも竣工しました。

成功事例

2

⚫ 性能面は現地のスペックに合わせ、価格面も現地市場向け
に原価低減を実現しました。流通網については、現地の
販売代理店や、学術機関を活用し、日本側と進出国側で
共にサプライチェーンを検討しました。

⚫ JICA Biz終了後も調達・生産は当社が担当し、販売・マー
ケティング・在庫管理は現地ビジネスパートナーが担当してお
り、明確なデマケーションのもと事業を拡大しています。

成功事例

4

⚫ 成功事例では、現地の目線を強く意識し、仕様の現地化、価格の現地化、進出国内の流通網の確保、現地における効果的
なプロモーションを確立していました。また、流通網の確保には、複数の外部関係者を巻き込み入念に検討した事例もありました。

⚫ 進出国の開発課題を目にして、日本での販売実績が豊富な製品を普及させれば課題解決に資すると考え、
JICA Bizに参加しました。しかし、仕様が現地ニーズに比して過剰で、現地ニーズに則した製品の開発ができず、
また、現地には購買力がないことも判明しました。さらに現地で維持管理体制を構築できないため、ビジネス
展開を断念することとなりました。

課題のあった
事例

利益が拡大 利益が増減 利益が減少 黒字化してない 利益実現 売上実現 売上未実現 断念
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化できている。9

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

マーケティングミックスとも言われる4P分析は、企業の製品・サービスの強み、弱みを把握するために、Product（製品）、Price

（価格）、Promotion（販促活動）、Place（流通）の４要素について戦略立てを行い、効率的な販促活動に繋げるための
分析です。海外事業を成功させている企業は、どのように4P戦略を立てているのか、解説します。

ビジネスTips「現地に根差したマーケティング戦略がなぜ必要なのか？」

製品 Product 現地市場や顧客のニーズを満たすため製品・サービスの特性、品質、機能を調整することが重要です。

価格 Price

顧客や商材によって、イニシャルコストを重視するのか、ライフサイクルコストを重視するのか様々です。売上実現に向けては、想定

顧客が価格に何を求め、どの程度の価格水準であれば購入する意思があるのかを把握することと、その価格水準に合わせた
価格設定を行うことが重要です。

販売促進 Promotion

製品やサービスの宣伝、広告、デモンストレーションを通じて効果的に販促活動することが大切です。JICA Bizのメリットを活用し、

カウンターパートから各市町村の自治体に向け提案製品についてのレターを発行してもらい企業の知名度を上げたり、展示会で
顧客に直接効果を実感してもらったりすることで引き合いを増やした事例がありました。

流通 Place

現地の事情に適したサプライチェーンを整備することは、製品・サービスを安定的に供給するために必要不可欠です。例えば、

資機材を全て日本から輸入してしまうと、買い手の購入価格が高くなるだけではなく、顧客の維持管理負担も増えてしまうため、
結果的に顧客ニーズと合致しない可能性があります。

A

社

A社は、大気汚染が問題となっている進出国で、廃棄物を無害化する焼却炉を製造し販売している企業です。現地パートナーと現地法人を立ち上

げ、現地生産を開始するとともに販促活動を続けています。

提案製品は廃棄物を適切に処理し無害化できることから、製品（Product）の面では大きなアドバンテージを獲得していました。また、現地調達

比率を高めて現地生産をしたり、据付や維持管理を現地化したりすることで、価格（Price）の弱みを克服しました。販促活動（Promotion）で
は、ターゲットの優先順位を付けるなどの戦略を立てた上で、現地パートナーが進出国内を周り営業しています。JICAプロジェクトの実績をアピール

することで、特に医療機関では信頼を得ることが出来ました。流通（Place）については、前述の通り現地調達の比率を上げ、また、日本国内での
製造工程を進出国に移管するために工場をレンタルし、生産を始めています。

A社は、Productの性能、品質は維持しながらもPriceを抑えるために生産の現地化を実現しました。さらに、現地パートナーを活用した
Promotionにより認知度の向上と販売チャネル（Place）の拡大に向けた活動をすることができました。

B

社

B社は、農家へ花卉の生産技術を移転しており、すでに進出国内市場、海外市場に流通しています。

進出国では、現地の展示会に日本産の製品を出展し販促活動（Promotion）を行いました。市場の反応を傾聴し、農家の規模感に合わせ、様々

なグレードの商品を扱うことで、現地のニーズに合わせるようになりました。実はB社の生産技術は、通常の生産技術より手間も費用もかかって

しまうものでした。しかし、手間が多少かかったとしても高付加価値な花卉を生産したいと考える農家が存在していたため、B社はこうした意識を
持つ農家にターゲットを絞ることで、価格（Price）の弱みを解決しました。流通（Place）では、B社がコールドチェーンも含め進出国内における流通網

を確保し、企業の技術で生産された商品を消費者に安定的に届けることができています。

B社は、Promotionを通じ提案製品の認知度を上げるとともに、展示会への出展により現地のニーズを見極めて導入するProductの

グレードを調整することができました。また、Priceでは高価格がネックになりそうな場合でも、高級路線を貫くことで販売経路（Place）を確保し、
流通網も確立したことで、4つの要素を網羅しています。

C

社

C社は、廃自動車機器のリサイクル装置を製造、販売している企業です。リサイクル処理に必要な装置を現地のニーズに合わせて開発し、現地生産

をしています。

進出国では、カウンターパートに供与した製品で効果を実感してもらいながら顧客ニーズを探りました。提案製品は、高品質であるがために競合他社

よりも販売価格が高いという課題がありました。そこで現場の作業者が作業しやすいよう製品をスペックダウンし、現地調達比率を高めることで、競合
他社と同等の価格を実現できました。Priceに関する工夫を凝らしたことで、Productの性能やPlaceのサプライチェーンを現地目線で調整する

ことができたと言えます。また、これらのような現地のニーズを図るため、実演を通じたPromotionが重要であることが分かります。

開発途上国でのビジネスでは、現地目線でこれら4つの要素（Product（製品）、Price（価格）、Promotion（販促活動）、
Place（流通））をバランス良く分析し、強みを伸ばし、弱みを克服することが重要です。

現地に根差した4P分析とは？

下記3社の成功事例では、どのような製品を、どのくらいの価格で、どの経路で、どのように販売するかの4要素について、網羅的に対策を
講じていました。また、日本のやり方やこれまでの成功体験に拘り過ぎず、現場を直視して現地の目線に立って、4つのマーケティング
要素を考えることが重要であることが分かります。

ビジネスを進展させた企業の事例

効果的なマーケティング戦略を立てるためには、現地に根差した視点で顧客のニーズのもと、製品・サービスの現地
適合化、価格設定、購買意欲の向上、効率の良い流通という4要素のバランスを取ることが重要です。

これらの4要素は、個別で考えるのではなく、バランス良く網羅的に対策を練り実行することで、各要素の相乗効果を
生み出し、売上・利益の拡大に繋げることができます。
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提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。10

⚫ 自社が考える強みは顧客が求めるニーズと必ずしも一致しません。自社が考える製品・サービスの特徴を外部の人（想定顧客、
現地の関係者、JICA関係者やコンサルタントなど）に確認し、提案製品の客観的な評価について理解しましょう。

⚫ 売上実現にあたっては、企業が考える強みを押し売りするのではなく、市場が求める要素を捉えながら製品・サービスの価値を
訴求していくことが必要です。売上実現していない企業には「XXXがないからニーズはあるはずだ」と思い込んでいる傾向が見られ
ます。売り手だけではなく買い手の目線からも自社の強みを整理しましょう。

⚫ 他方で、JICA Biz実施中に確立させた競争力は、社会情勢や経済状況によって市場環境が変わり、見直さなければならない
場合もあります。柔軟に対応できるよう、定期的に情報をアップデートしましょう。

解説

⚫ Product-outではなくMarket-inの視点を持ちましょう。

⚫ 企業自らが提案製品の特徴や顧客からの評価を正しく把握
するために、外部の人（想定顧客、現地関係者、JICA

関係者、コンサルタントなど）に自社の強みや特徴を確認
するようにしましょう。

⚫ メンテナンス、アフターケアにおける工夫や、日本国内でのサー
ビス提供から得た知見の活用等を通じて、提案製品の競争
力を高めることができないか検討しましょう。

⚫ 企業のSWOT分析や競争力に関する分析が主観的になっ
ている場合は、第三者の立場から問題提起をしてみましょう。

⚫ 訴求する相手が公的機関である場合、 JICA Biz実施期間
中にその機関の調達権限を有している意思決定者と企業を
繋ぐ支援をしましょう。

■思い込みを捨て、現地のニーズを見極める

売り手が考える「あれば便利になるだろう、良くなるだろう」といった主観的な分析だけでは十分ではありません。買い手の視点に立った
客観的な資料に基づく提案製品・技術が有する価値の訴求が重要です。自社の分析が客観的であるか、妥当であるかは第三者
（特に想定顧客）に聞くことが最良の方法です。

■許認可、認証制度を把握する

顧客は必要な許認可、認証があるかを
気にします。提案製品の販売・提供に
あたっては必要な許認可、認証等の有無
を確認しましょう。

■現地ニーズを基に現地適合化を図る

既存の製品・サービスを日本仕様のまま導入し現地で受け入れられているケースは多くは
ありません。性能や原材料、言語設定など、何かしら現地化されているものです。競争力
のある製品・サービスを提供するには、現地ニーズを満たせるような現地適合化を目指す
ことが大切です。

■他社製品と差別化する

競合企業（内資・外資、および今後進出してくる可能性のある企業等含む）にはない
製品の「売り」を差別化できるようにしましょう。既に市場が出来上がっている場合、提案
製品技術を既存製品から差別化することで、強力な競合他社との競争を一部和らげる
ことができます。

■現地政府等からの認定が必要な場合はJICA Bizを戦略的に活用する

工法の認定等が必要であれば、JICA Bizの効果を最大限発揮できるように戦略的に計
画を立てましょう。例えば、デモンストレーションを通じて、潜在顧客に提案製品・技術の
良さを実感してもらう機会を設けたり、政府高官への説明機会を設けたりするなどJICA 

Bizを戦略的に活用しましょう。

■ターゲットを明確にする

ターゲットが定まっていなければ差別化を図ることはできません。高所得者が対象であれば
高品質を維持できる生産体制、中低所得者が対象であればスペックの改良による価格
低減など、アプローチが変わります。JICA Biz応募前に市場調査を行いターゲットの目途
を立て、JICA Biz実施中に具体的にどのような差別化が効果的か仮説検証しましょう。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

教訓

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

■定期的に競争力の高さを確認する

JICA Biz実施中に他社との差別化を実
現し、現地ニーズを満たす製品・サービス
ができたとしても、競合他社の到来やター
ゲット層の傾向の変化、社会情勢の変動
によるニーズの低下など、自社が取り巻く
環境は定期的に変わっていきます。自社
の製品・サービスが現地で変わらず競争力
があるか確認するため、定期的に市場環
境 の
情報をアップデートしましょう。

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。10

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

事例

⚫ 仕様・技術面での顧客ニーズが合致することと、価格面での顧客ニーズが合致することの両方が、JICA Biz終了後に利益を拡
大し、持続可能なビジネスを行う上で重要であることが窺えます。
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グラフ 仕様・技術面での顧客ニーズの合致とビジネスの成否の関係性 グラフ 価格面での顧客ニーズの合致とビジネスの成否の関係性

⚫ 製品を販売するだけでなく、現地法人を通じて継続的な
トレーニングやサービスメンテナンスを提供することに強みが
あります。顧客は他社にはないこうした点を高く評価して
います。

⚫ JICA Bizを契機にハイエンドな主力機器3台を納品しました。
また、JICA Bizを通じてカウンターパートとなる拠点全てで
ISOの取得に成功しました。

成功事例

1

⚫ 製品開発にあたっては現地の意見を尊重しています。また、
顧客規模に合わせ、中レベルの品質の代替案を提案して
います。日本の高品質を押し売りせず、現地のニーズに
合わせた販路開拓に努めています。

⚫ JICA Bizで設立したトレーニングセンターに栽培技術を移転
しました。栽培した作物を現地で流通させるとともに、日本に
も輸出しており、黒字化を実現しています。

成功事例

3

⚫ カウンターパートに対して、同社製品の機能的な優位性、
ライフサイクルコストの優位性、メンテナンスコストの抑制
など他社製品との差別化部分をアピールし理解を得たことで
受注に成功しています。

⚫ JICA Biz終了後、円借款事業に参加し、提案製品を販売
することができました。

成功事例

2

⚫ 過去の海外進出の経験から、進出国でのビジネス習慣を
理解する必要があるという教訓のもと、専門家など外部
人材を巻き込み、現地の特性を生かした性能や現地の
市場に合う価格低減を実現しました。

⚫ 現在ではブランド数が拡大し、進出国を起点に新たな海外
諸国の新規市場の開拓を計画しています。

成功事例

4

⚫ 成功事例では、売り手が考える「あれば便利」といった売り手の主観的な分析だけではなく、買い手の視点に立った
競争力の分析も行われていました。自社の競争力の有無は第三者（特に顧客）に聞くことが有効です。

⚫ 公的機関の顧客には、先方が求める予算感に合わせることができませんでした。民間企業にもアプローチしましたが、
提案製品・サービスに対する高い評価を得られませんでした。

⚫ 売り手が「XXXがないからニーズはあるはずだ」と思いこんでいると客観的な競争力の分析はできません。顧客
視点が欠落した競合他社比較しか行われていない事例の多くは、JICA Biz終了後の本格的なビジネス化に至ってい
ません。

課題のあった
事例

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない

あまり合致しなかった 全く合致しなかった大いに合致した どちらともいえないある程度合致した
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

PSM分析（Price Sensitivity Measurement：価格感度測定）は、顧客（消費者）への質問を通じて、需要価格帯を把握する
ための調査手法です。PSM分析により、売り手と買い手の商品価格に対する認識の相違を最小限に抑え、適正な価格帯を導くことが
できます。

PSM分析の調査方法について、3つのステップに沿って説明します。

1. 4つの質問を用意する（消費者が潜在的に意識している許容価格帯を引き出すような質問を出します）。

① いくらから「高い」と思うか

② いくらから「安い」と思うか

③ いくらから「高すぎるから買えない」と思うか

④ いくらから「安すぎるから買いたくない」と思うか

提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。10

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

「受容価格帯」とは、提案製品・サービスが現地の市場で受け入れられる価格の範囲のことを指します。顧客目線の価格帯を把握
することで、企業と顧客の理想価格の乖離を縮めることができます。本頁では、「受容価格帯」を把握するために有効なPSM分析
（Price Sensitivity Measurement：価格感度測定）と、価格調査方法を解説します。

ビジネスTips「進出国の適切な製品価格を図る“受容価格帯”とは？」

図1 PSM分析で受容価格帯を表したグラフ（例）

2. アンケート結果を集計し、グラフ化する（上記の
①～④の回答を集計し、横軸に価格、縦軸に
割合（%）にして累積度数のグラフを作成します。
累積度数とは、各区分（ここでは価格帯）の
度数の総和を表したものであり、区分（価格）
が大きくなるにつれてどれだけたくさんのデータが
あるか（ないか）を表します。累積度数のグラフ
にすると、通常、①と③は右上がりのグラフになり、
②と④は右下がりのグラフとなります（図1参照）。

3. グラフの4つの交点から、それぞれの価格をチェック
する

A 上限価格：これ以上高い価格では
購入できない

B 妥協価格：価格は高い（安い）が購入可能な価格帯

C 理想価格：消費者にとって 抵抗を最も感じにくく、理想的な価格

D 下限価格：これ以上安い価格では品質などが不安で購入できない

グラフ化すると、図1のように通常4つの交点ができます。A～Dの点が交わる受容価格帯の範囲から最適な価格を把握できれば、価格
戦略に役立てることができます。例えば、顧客にとって少し高く感じるが許容できる価格（B 妥協価格）が分かれば、商品を高値で
販売し、長期間かけて価格を下げることで高い収益力を得ることができます。反対に、顧客が不安を感じない程度の価格（C 理想
価格）が分かれば、期間限定で値引きキャンペーンを行うことで販売数を増やすことができます。このように、A～Dの受容価格帯を参考
に、柔軟な価格戦略や商材のリリースタイミング、商品の在庫状況に合わせた販売戦略を立てるなど、様々な方法で活用することができ
ます。

PSM分析のメリットは、顧客の価格に対する要望を基にした分析手法のため、市場との乖離が少ない価格設定を検討することができる
ことです。一方で、算出された価格帯は仮説に過ぎず、また、購入率の予測を立てることはできないため、テストマーケティングで試験的に
販売すると良いでしょう。

PSM分析は受容価格帯を把握するための手段の一つであり、全案件でPSM分析を採用する必要はありません。

限られた数の主要想定顧客から下限価格と上限価格を聞き出し、受容価格帯を調査するだけでも十分に有効な
調査になり得ます。

想定顧客の属性、ビジネスモデル、商材や調査予算等を考慮して、各社にあった適切な受容価格帯の調査方法を
検討しましょう。

受容価格帯を調査するPSM分析とは？



38

1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

製品・技術の知的財産や盗難等の対策が講じられている。11

⚫ 知的財産とは、特許、商標、著作権などの法的に保護された資産のことです。企業は自社が有する知的財産を守るため、また、
比較優位性を持続させるために法律に従って登録や申請を行う必要があります。

⚫ 製品や技術の盗難対策には、物理的なセキュリティ対策やコピーライトマークの使用などが含まれます。製品が不正にコピーされ
たり、盗まれたりしないように、機密情報をセキュアなデータベースに保存し、アクセス権を制限するなどして、盗難や不正アクセス、
情報漏洩を防ぐことも大切です。

解説

⚫ 現地のビジネスパートナーや法律専門家等に対象国における
盗難、各種流出リスクを確認しましょう。

⚫ 製造工程、事業工程の中に、企業内部者しか関与できない
工程（ブラックボックス）を設けましょう。また、自社製品が
盗難可能な製品である場合は、盗難、盗用対策を講じる
必要があります。内部統制を利かせるソフト面のまたはも効果
的です。

⚫ 現地パートナーと秘密保持契約書を取り交わしましょう。また
必要に応じて、現地法律事務所等と連携を図り法的な
セーフティーネットを構築しましょう。

⚫ 独立行政法人工業所有権情報・研修館（ INPIT）が
海外展開知財支援窓口を開設しています。担当企業に
INPITに問い合わせるよう当該情報を提供しましょう。

⚫ 加害者は外部者とは限らず利害関係者の内部にいることも
あります。模倣、盗用、盗難等の被害に対する注意喚起を
行い、必要な対策が講じられるよう担当企業に助言しま
しょう。

■技術・知的財産、盗難、情報漏洩等
のリスクを把握する

たとえ自身が被害者であっても技術漏洩
や情報漏洩が発生すれば、信用、企業
競争力が損われます。また、特許や商標
の侵害には、法的トラブルや損害賠償の
リスクが伴います。海外進出に伴う技術・
知的財産、盗難、情報漏洩等のリスクを
把握しましょう。

■海外展開・撤退に伴うトラブルに関して専門家から助言を得る

重要な契約に関しては、弁護士などの専門家に確認を依頼しましょう。また、撤退時にも
様々なトラブルが発生します。撤退に伴う手続き、事務処理には弁護士、会計士等
信頼できるパートナーを起用しましょう。

■技術流出対策、情報漏洩対策、盗難対策を講じる

施錠、監視カメラ、設置場所の工夫等の物理的な対策と、現地管理者が問題を看過
できないような内部統制の仕組みづくりといったソフト面の対策の双方を検討しましょう。

■JICA Biz終了後に供与機材を管理する体制を構築する

供与機材が被害の対象になる場合もあります。カウンターパートや供与先の管理体制・
技術レベル・予算等を考慮した上で、模倣、盗用、盗難に関するカウンターパートの主体
性を醸成し、持続的な維持管理体制を構築しましょう。

■進出国における対策について情報収集する

国や提案製品・サービスによって模倣や盗難の被害規模は異なります。進出国で既に
ビジネス活動をしている日本企業はどのような対策を講じているのか、公的機関の現地
事務所や商工会議所を通じてヒアリングし、対策を検討しましょう。JICA Biz応募前にあ
る程度懸念材料を集めておくと、JICA Biz実施中に具体策を練ることができます。

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

教訓

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない

製品・技術の知的財産や盗難等の対策が講じられている。11

2件 1件 4件
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40%

60%

80%

100% 模倣困難である

やや模倣困難
である

どちらともいえない

あまり模倣困難でない
当てはまらない

全く模倣困難でない

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

グラフ 製品・技術の模倣困難さの程度とビジネスの成否における関係性

⚫ 過去には、高価または売買されやすいモノを設置して、盗難の被害に遭った事例も確認されています。
知的財産の保護と、セキュアな対策を講じることは海外事業展開上重要な要素になります。

事例

⚫ 模倣困難な製品・サービスを開発した企業ほど利益が拡大している傾向が見られました。

データ

⚫ 代理店を複数にすると情報が錯綜し、コントロールしきれない
ため総代理店を1社に絞りました。代理店を1社に絞って
いれば、情報の交通整理ができます。

⚫ JICA Biz対象国では販路拡大に成功し、複数の顧客への
販売が実現しています。

成功事例

1

⚫ 盗難対策として、提案製品を目立つ部分に設置するととも
に村長に鍵を持たせて管理しました。また、電気代の請求
先を村長宛にすることで、無断利用が抑制されるといった内
部統制の仕組みを構築しました。

⚫ 結果、提案製品の無断利用や盗難被害を無くすことに成功
しました。

成功事例

3

⚫ JICA Biz実施前から、将来的なビジネス活動を念頭に
置いていたことから、あらかじめ製品の商標登録を実施しま
した。これはアウトソースしている顧問弁護士からの助言に
基づく行動でした。

⚫ JICA Bizでのプロジェクトサイトで当社製のシステムが稼働し
ています。また他州にも横展開を図っています。

成功事例

2

⚫ 悪意ある業者に製品を分解されたとしても、製品の核となる
部品は容易に製造できず、その形だけ模造してもリハビリ効果
が出ない仕様としています。

⚫ 現時点では、技術漏洩や模造品などのトラブルは起きておらず、
対象国でのビジネス展開を継続できています。

成功事例

4

⚫ 提案製品を据え付けるための建設工事現場で、工事期間中に建設資材の盗難が発生してしまいました。

⚫ 以前までは模倣品の品質は総じて悪かったのですが、近年は模倣品の品質も高くなっており、昔ほど「安かろう悪か
ろう」と言えなくなっています。必要な対策を講じても市場への模倣品の流入を完全に食い止めることは困難でした。

課題のあった
事例
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

製品・技術の知的財産や盗難等の対策が講じられている。11

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

製品・技術の知的財産戦略は、ビジネス推進上の重要な要素となっており、一般的な知的財産への対策については、特許庁や
ジェトロ、または特許事務所などから有用な情報が発信されています。日本国内での知的財産権取得の経験が豊富な企業も
多いのではないでしょうか。しかし、途上国ビジネスでは、一般的な対策や日本国内での経験が必ずしも適用できるとは限らない
ケースが考えられます。本頁では、海外進出時の知的財産保護対策において、留意すべきポイントをいくつかご紹介します。

ビジネスTips「海外進出時に検討すべき知的財産や盗難の対策とは？」

知的財産保護のための適切な対策は、進出国や分野によって異なります。

公的機関の公開資料を参考にしたり、現地事務所へ直接ヒアリングしたりするなど、現地の最新状況を理解した上で、
対策を検討するようにしましょう。

また、知的財産権取得以外にも、検討すべき対策がないどうかも考えてみましょう。

途上国ビジネスにおける模倣品被害を減少させるために、日本を
含め様々な国が、途上国への知的財産制度の整備・強化を
支援してきました。その結果、多くの途上国で知的財産制度が
整備されるようになりました。しかし、国によっては知的財産権に
基づいて権利侵害を主張することが難しかったり、権利侵害の
主張を行っても、模倣が続いたりするようなケースもあります。

過去にJICA Bizを活用して売上・利益を実現したある企業では、
これまでの海外展開の経験から、特許権の取得は海外事業展開
において最低限の必須アクションであると考えており、提案製品の
特許権を、日本および進出が想定されている国で取得していまし

た。一方で、進出国で特許制度が存在していても管理が十分で
なく、特許を取得していても模倣される場合もあるため、製品に模
倣しづらい工夫を施すなど、特許権の取得以外にも必要な対策
を講じることで、模倣への対策を立てていました。

これまでのJICA Bizでの企業事例を踏まえて、①国・分野による
違いと②知的財産権取得以外の対策について、知的財産戦略
を検討する上で留意すべきポイントとして解説していきます。

①国・分野による違い

知的財産保護に関わる状況は、国によって様々です。また、同じ
国でも分野によって状況が異なる場合もあります。進出国では
知的財産制度が整備されているのか、その効力はあるのか、提案
製品の分野の動向はどうなっているのか、同じ国で既に活動して
いる日本企業はどのように対応しているのかを確認しましょう。また、
進出国における模倣品の流出動向、模倣品に対する消費者の
考えについても、情報を収集できると良いでしょう。

情報収集には、例えば公的機関の現地事務所や商工会議所
から最新の動向をヒアリングする方法が考えられます。ジェトロでは、
いくつかの国について、国別模倣対策マニュアル・報告書がまとめら
れています。

②知的財産権取得以外の対策

知的財産権侵害の主張が難しく、模倣品の流出を止めることが
難しい場合が発生する可能性があるため、知的財産権を取得
することだけが対策の全てではありません。その他の対策例を紹介
します。

• 市場モニタリング体制の構築
知的財産権を取得した後、権利侵害が起きていないか、市場
の動きを注視する必要があります。そのためには、社内もしくは
社外パートナーと連携して、市場モニタリング体制を構築すること
が需要です。

• 模倣されにくい、真贋鑑定がしやすいような製品上の工夫
製品開発の時点で対策を施しておくことが有効な一手になります。
模倣することが難しい設計にしたり、真贋鑑定がしやすいように
ラベルやシリアルコードをつけたりすることが対策として考えられます。

• 顧客への模倣品への注意喚起
模倣品の流出について、顧客に対して注意喚起を行いましょう。
模倣品への消費者意識が低い国もありますので、企業から積極
的に発信していくことが重要です。

また、知的財産戦略は、権利侵害から身を守る側面だけではなく、知的財産権を備えることによって、企業価値や製品価値が向上し、
潜在顧客、カウンターパート機関、パートナー候補企業などから関心を集めることに繋がるケースもあります。パートナー企業との共創を
検討する場合には、知的財産に関する規約や秘密保持契約を事前に締結した上で、戦略的に知的財産をオープンにすることで、共創
活動、新規事業の創出に繋がることも考えられます。価値向上のために知的財産を活用する戦略も検討してみましょう。

https://www.jetro.go.jp/theme/ip/manual.html
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1. 開発途上国でのビジネス化に向けた押さえるべき12のポイント

実行可能な事業計画が策定され、
ビジネス化に向けたアクションプランが整理されている。

12

⚫ 実行可能な事業計画と具体的なタスク・アクションプランが曖昧であると、必要なタイミングで必要なアクションを起こせず、時間の
経過に伴いJICA Biz期間中に芽吹いたビジネス機会を逸してしまう恐れがあります。

⚫ 実行可能な事業計画と具体的なアクションプランが明確になることで、事業終了後に経営・営業面での新たな方向性、戦略を
立てることができ、また、財務面では金融機関等からの資金調達が容易になります。

⚫ 例えば、「社外パートナーとの販売契約の締結」がアクションプランに含まれていれば、その実現に向けて予算・人員等の経営
資源を確保し、計画的に取り組むことができますが、これが明確でなければ照準が定まらず課題に対して効果的、効率的に
対処することができません。

⚫ タスクおよびアクションプランを具体的に策定することによって、ビジネスの成功確度は高まります。一方で、実現可能性の高い
収支計画を作成することは持続可能なビジネスを実現するための有効な手段ですが、新規事業の立ち上げ段階においては
必ずしも精緻である必要はありません。手段と目的を混同しないよう注意しましょう。

解説

ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

■ODAを含む公的支援が前提の事業計画を避ける

ODAを含む公的支援を前提とした事業計画は避けましょう。最初から公的支援を前提とすると、公的支援を受けられない、
または、公的支援のタイミングが遅れた場合、ビジネスの持続性が損なわれます。

事業応募前 事業採択後～実施中 事業実施後

■ビジネスモデルを可視化する

実現したいビジネスモデルを図
として整理してみましょう。ビジネ
スモデルでは、利害関係者との
関係を示し、モノ、カネ等の流れ
を明確にしましょう。

■売上・費用科目を整理する

事業に関連する売上・費用の
項目を網羅的に調査できるよう
事前に整理しておきましょう。

■アクションプランを実行する

アクションプランをスピード感をもって実行しま
しょう。実行過程にて、プランの変更、修正が
必要になった際は、当初案に拘わらず現地
適合性や収益性、販売の実現可能性を念頭
に、柔軟にプランを見直しましょう。

■積算根拠を基に収支計画を作る

収支計画は、机上で単純に一定の比率を掛けて
ローリングするのではなく、現地調査を踏まえて
作成した売上予算、経費予算、生産計画等の
基礎資料を根拠に策定するなどして実現可能
性を追求しましょう。

■様々な条件でシミュレーションする

事業計画（収支計画）を楽観・悲観・撤退の3パターンで考える等、事前シミュレーションを通じてその
振れ幅を確認しましょう。

1パターンのみの場合、一つのアクションが実行できないとビジネス活動が進められなくなる可能性も
あるため、柔軟な計画変更ができるよう複数のシミュレーションを用意しましょう。

■実行可能な事業計画を策定する

出口戦略（JICA Biz終了後のビジネス展開）が明確でなければJICA Bizで築い
た知見・ネットワークは風化していきます。現地調査を通じてボトルネックとなるような
事象を洗い出し、実行可能な事業計画と具体的なアクションプラン、To-doを整理
しましょう。

■情報収集を怠らない

社会・経済が安定していない途上国では、
外部環境の影響を受けやすく、人件費の引き
上げ、原材料・燃料の高騰、為替の変動など
によりオペレーションコストが頻繁に変わります。
最新の情勢を基に適切に計画をアップデートで
きるよう、情報収集を継続しましょう。

教訓

⚫ 実現したいビジネスモデルを明確にしましょう。

⚫ 実現したいビジネスに伴う売上、費用項目を整理しましょう。

⚫ JICA Bizでの調査結果を基に実行可能な事業計画と収支計
画を策定しましょう。また、様々な条件でシミュレーションをして
みましょう。

⚫ JICA Biz終了後のアクションプランを整理しましょう。実行した結
果、事業計画やビジネスモデルを変更する必要があれば、柔軟に
計画や当初案を変更していきましょう。

⚫ オペレーションコストである収支計画を作成するうえで必要な経費
は情勢によって変動しやすいため、適宜情報収集を行いましょう。

⚫ 事業計画書や報告書に記載された事業計画、資金調達
計画について、数値の根拠となる基礎資料を確認しましょう。

⚫ 企業の事業計画や中期経営計画と海外ビジネスに係る
事業展開とを比較し、矛盾、齟齬の有無や、異常な利
益率、原価率、売上見込みとなっていないか確認しましょ
う。

⚫ 事業計画書が公的機関の支援を前提とした内容と
なっていないか確認しましょう。

⚫ カウンターパート機関内の人事異動や政策変更等に関す
る情報を入手した際には、企業とも共有しましょう。

企業の対処策 支援機関に求められる支援策

対策
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策定できた

やや策定できた
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ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

⚫ 成功している企業ほど、企業を取り巻く外部経営環境や企業自身の内部経営環境に応じた現実的な事業計画、アクション
プランを策定し、それらを実行していました。

事例

⚫ 実行可能JICA Biz終了後定し、明確なアクションプランを持つことは、JICA Biz終了後の持続可能なビジネスの成否と関係性
が見られます。

データ

グラフ 実現可能性の高い収支計画の策定の程度と
ビジネスの成否の関係性

グラフ JICA Biz終了後の明確なアクションプランの有無の
程度とビジネスの成否の関係性

⚫ JICA Biz期間中、ハイモデル、ローモデルなどの収支計画
を作成しました。非常に苦労しましたが、収支計画書は
ビジネス立ち上げ時に参考になりました。

⚫ JICA Biz実施以前、同社は海外事業経験はありませんでし
た。JICA Bizを経て進出国に現地法人を設立し、日本人と
ベトナム人の人員体制で事業を行っています。

成功事例

1

⚫ JICA Biz終了直後の事業計画は、ビジネス化を目指すに
は不十分でしたが、現地パートナーと共に、事業計画をブラッ
シュアップしました。

⚫ 現地法人を設立しました。フルタイム職員9名、パートタイマー
30名程度を雇用し、現地で教育サービスを提供しています。

成功事例

3

⚫ JICA Bizを活用し客観的かつ具体的な事業計画を策定し
ました。JICA Biz終了後、当社と現地パートナーで採算が
見込める事業計画を作成しました。

⚫ 現地の直営学校とフランチャイズ教室の児童にサービスを提
供しています。貧困層も含めてサービスを提供しており、
SDGsに貢献しています 。

成功事例

2

⚫ 事業計画書の見た目を良く見せるのではなく、本当に実現
可能な事業計画を作成することを意識しました。利益率が
高い製品とそうでない製品とでバランス良く販売することで、
事業全体で採算が取れるようにしました。

⚫ 現地に拠点を構え、現在も事業を継続しています。日本
国内・進出国内においてもニーズが着実に伸びています。

成功事例

4

⚫ 事業計画書やアクションプランは作成しましたが、あくまでも別の支援事業へ繋げやすくなるような理想の内容に
終始してしまっていました。机上の計画だったため、それに基づいたビジネス活動はできておらず、売上を実現できて
いません。

⚫ JICA Biz終了後、カウンターパートとの関係が年々薄まってしまっています。JICA Biz終了後の活動計画は、
カウンターパートとの緊密な関係を前提としていたため、当初の計画を思った形で進めることができませんでした。

課題のあった
事例

(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
(n=25)

利益が拡大
(n=23)

利益が増減
(n=14)

利益が減少
(n=92)

黒字化してない
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ビジネス計画製品技術ビジネス環境社外パートナー組織体制

JICA Biz終了後のアクションプランが明確になっていない場合、必要なアクションを必要なタイミングで実行することができず、JICA 

Biz期間中に醸成したビジネス機会を逸してしまう恐れがあります。適切なアクションプランを立てるにはどのようなポイントに留意すべ
きか、解説します。

ビジネスTips「JICA Biz終了後を念頭においたアクションとは？」

自社の状況に応じてJICA Biz終了後にどのようなアクションが必要かを検討する際に、参考になれば幸いです。

実行可能なビジネスモデル・収支計画・事業計画を策定した上で、明確なアクションプランを整理し、ビジネス化実現に
近づいていきましょう。

適切なアクションプランは、JICA Bizの状況や、事業計画の内容に応じて変わってきます。自社がどのようなアクションを取るべきかを整理
するためには、まず実現可能なビジネスモデル・収支計画・事業計画が作成されていることが大切です。また、アクションを実行した結果、
ビジネスモデル・収支計画・事業計画に変更が必要な場合は、当初の計画に固執せずに、柔軟に変更していくようにしましょう。JICA

Biz後に実現したいことを明確にした上で、アクションプランを整理する際に押さえるべき下記4つのポイントを参考にしてみてください。

JICA Biz実施中に行った製品・サービスの現地化検証・実証活動の結果を踏まえ、製品・サービスをどのように現地化すべきか、方法は
明確になっているでしょうか。現地のニーズに適合させるための製品改良や現地仕様向けの製品開発、現地の想定顧客が支払可能な
価格設定等、現地適合化のための様々なアクションを洗い出し、JICA Biz終了後いつまでに取り組むべきか整理するようにしましょう。

①製品・サービスの現地化の実践方法を検討する

ターゲットとなる顧客層に応じたプロモーション、デモンストレーションを通じた効果的な販売促進は、現地で売上を実現するために欠かせ
ない要素です。現地の状況に合わせて、どのような販売促進方法が効果的か、誰がその方法を実行するのか調査できているでしょうか。
JICA Bizが終了したのちは現地活動拠点が存在する場合を除いて、日本を拠点に販売活動をリードしていく必要があります。この販売
促進を現地の誰に委託するのか、どのように委託するのかといった有効な販売促進方法を明確にしましょう。

②効果的な販売促進方法を検討する

製品・サービスを安定的に供給できるかどうかもビジネス展開には欠かせない要素であり、そのためには適切なサプライチェーンの整備も
必要です。日本でのやり方を踏襲するのではなく、現地の事情や慣習を踏まえて、誰と、どのようなサプライチェーンを構築すべきか調査・
検討を行っていますか。適切なサプライチェーンが構築されているか否かを検証するツールとして、サプライチェーンに関与しているステーク
ホルダーが有している「価値」に着目したバリューチェーン分析が挙げられます。バリューチェーン分析を通じてサプライチェーンの強み、弱み
を客観的に分析し、弱みを自社で補填するのかもしくは、第三者と協働することで補強するのか、強みを他社との差別化要因としてどの
ように伸ばすかといったアクション項目の洗い出しが可能となります。適切な流通方法を特定し、これを分析できているか確認していきます。
この分析を通じて、JICA Biz終了後のオペレーションを誰がどのように行うかを明確にしていきましょう。

③流通・サプライチェーンを構築する

④持続性のある社内外の体制を構築する

策定したアクションプランを確実に実行し、必要に応じて柔軟に
プランを変更し再実行していくためには、社内の持続的な事業
推進体制を構築すること、また社外パートナーと継続的な関係性
を構築していることが重要です。

JICA Biz実施中は、適切なメンバーを配置して社内のプロジェク
ト体制を整えていると思います。しかし、社内事情や各メンバーの
状況によっては、その体制をJICA Biz終了後に継続できるとは限
りません。現地でのビジネス展開を見据えた時に、同じ体制を継
続できるでしょうか。JICA Biz終了後もビジネス化に向けたアク
ションを継続していくためには、社内体制も持続的なものでなくては
なりません。人事異動の問題、予算の問題、経営方針の転換の
問題等により事業推進体制の維持は事業化のボトルネックとなり
うると思いますが、継続してビジネス化を推進するアクションを取る
には小さな成果を出し続ける事業体制の構築が必要となります。
仮に、体制の再構築が必要な場合は、JICA Biz終了後に途切
れなく社内体制を整えるためにどのような手を打つ必要があるかを
検討しましょう。

また、現地でのビジネス展開を促進するためには、社外パートナー
の存在が欠かせません。JICA Biz実施中に適切な社外パート
ナーを確保し、JICA Biz終了後も社外パートナーと良好な関係を
継続できている例もありますが、一般的に、JICA Bizを通じて得た
関係性は、経年に伴い弱くなる傾向があります。この希薄化の要
因としては、やはり社外パートナーとの物理的な距離よりも心理的
な距離が挙げられます。では、なぜ心理的な距離が発生してしまう
かについて考えてみると、事後モニタリング調査においてインタビュー
させていただいた企業の回答から興味深い傾向が浮かび上がりま
した。それは共通の達成すべきゴールとそのゴールまでの道筋を描
いたアクションプランが共有されていない点でした。共通の利害関
係にない他社と、時間の経過とともに疎遠になるのはある意味必
然のように思われます。このことからもわかるように、JICA Biz実施
中に社外パートナーとの関係性を強めておき、JICA Biz終了後に
一緒に取り組むアクションプランを明確にしておくと良いでしょう。
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海外ビジネスに役立つ参考情報

⚫ JICAのウェブサイトでは、国内外の開発課題に対する取組を公開しています。
特に、中小企業・SDGsビジネス支援事業を提供している民間連携事業ページでは、支援事業の公示情報や、各開発
分野における日系企業の取組、実際にスキームを活用した企業のグッドプラクティスを紹介しています。

⚫ 下表では、海外ビジネスを検討する上で役立つ参考情報をリスト化していますので、是非ご覧ください。

表 JICAウェブサイトの海外ビジネスに役立つ参考情報リスト

項目 サイトページ名 概要

民間連携事業
の取組

民間連携事業について
開発途上国におけるビジネスチャンスの拡大を目的とした民間連携事業
について説明しています。

ビジネス支援メニュー一覧
海外展開を検討している企業向けに、事業ステージ毎の連携メニューを
紹介しています。

採択事業検索 民間連携事業の支援事業で採択された案件を検索することができます。

公示・募集・説明会情報 各事業の公示・募集・説明会情報を公開しています。

事例・参考情報
民間連携事業の支援制度の説明や、支援制度のモニタリング調査結果
を公開しています。

グッドプラクティス（案件紹介）
民間連携事業に参画した企業の情報を、医療、教育、農業、都市・
地域開発等の分野に分けて紹介しています。

企業共創プラットフォーム

民間企業や金融機関、大学機関等の情報やノウハウを共有し交流する
ためのプラットフォームです。

本書で解説した12のポイントを基に、事後モニタリング調査を通じて得ら
れた知見・教訓をコラム「開発途上国でのビジネスを成功させるための
秘訣とは？」で公開しています。メルマガも配信しているため是非ご登録
ください。

分野別・国別の課題／
ニーズ情報

途上国にはどんな課題があって、それがどんなビジネスニーズにつながるのか。
ビジネス展開上のポイントは何か。分野別、国別にご紹介しています。

募集テーマ・イベント一覧
開発途上国とのビジネス交流会や海外展開セミナー等のイベント情報を
掲載しています。

YouTubeチャンネル
民間連携事業部によるビジネスニーズセミナーや、支援スキームへの応募
を検討している企業向けの説明動画をYouTubeでご覧いただけます。

Facebook
民間連携事業部の公式Facebookアカウントでセミナーやイベント情報、
事業の取組を紹介しています。

JICAの取組

JICAグローバルアジェンダ 開発課題に取り組む20の事業戦略を紹介しています。

海外でのまたは
JICAが各国で様々なかたちで支援している開発協力方針や外務省の
事業展開計画、ODAプロジェクトの概要について紹介しています。

ODA見える化サイト
ODA（政府開発援助）プロジェクトの技術協力、有償資金協力、
無償資金協力について、地域・国別、課題別、協力形態別からご覧
いただけます。

https://www.jica.go.jp/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/about/outline.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/activities/index.html
https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/index.php
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/announce/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/case/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/case/release/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/platform/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/platform/column.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/subject/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/event/index.html
https://www.youtube.com/@JICAsmesupport/featured
https://www.facebook.com/jicaminren
https://www.jica.go.jp/information/publication/brochures/issues/global_agenda.html
https://www.jica.go.jp/overseas
https://www.jica.go.jp/oda/index.html
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A.

Q.

A.

Q.

図 事業対象国でのビジネス展開の継続状況

• JICA Bizは2024年度には15年目を迎えました。これまでに約1,200案件が終了しています（2024年7月時点）。

• 2024年度事後モニタリングアンケート調査（2024年6月18日～2024年7月5日実施）の結果、事業継続中と回答
した事業のうち、74%の企業がビジネス展開を継続中と回答しています。また、売上実現を果たした企業は全体の49％、
利益実現を果たした企業は全体の35％に及んでいます。

• 「利益実現」と「売上実現」の状況について、「減速／増減の繰り返し／拡大の割合」は、同程度の傾向で、「拡大してい
る」の回答は45%を超えていることが判明しました。

売上実現
75件
（49％）

54件

35%

21件

14%

46件

30%

33件

21%

n=154

継続中
121 件
（79%）

利益実現

売上実現

事業継続中
（利益・売上はなし）

断念・撤退

46%

35件

46%

25件

43%

30件

43%

23件

11%

10件

11%

6件

売上実現

（n=75）

利益実現

（n=54）

拡大している 増減を繰り返している

減速している

海外ビジネス展開により、JICA Biz対象国（開発途上国）のSDGs（持続可能な開発目標）のうち、
最も貢献したと考える目標はどれですか？

• 最も貢献したSDGs目標は、「すべての人に健康と福祉を」（25件）でした。次いで、「産業と技術革新の基礎をつくろう」
（23件）、「住み続けられる街づくりを」（20件）となっていました。

9件 3件

25件

12件

0件

15件
4件

0件

23件

3件

20件

7件

13件

1件
4件

0件

2件
13件

図 開発課題への貢献状況

（n=154）

JICA Biz終了後の企業の状況を教えてください。

コラム
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A.

Q. 12のポイントは全ての海外展開に取り組む企業が共通して留意すべきポイントなのでしょうか？

はい、そのように考えます。p.3「はじめに」で

述べた通り、「中小企業・SDGsビジネス支援

事業にかかる事後モニタリング調査業務」の

プロジェクトチームでは、本資料の作成に

当たって、過年度においてJICA Bizに参加

した1,000件を超える企業にアンケート調査を

行い、200件を超える企業にインタビュー調査

を行いました。その結果、我々は、海外ビジネス

展開にも成功に向けて押さえるべき共通の

ポイントは存在するとの結論に至っています。

右図は「開発途上国でのビジネス化に向けた

押さえるべき12のポイント」毎に、ビジネス状況

別の当てはまり度合いを2023年6・7月に

実施したアンケート調査の結果を基に可視化

したものです。

全体的な傾向として、ポイントにより大小は

ありますが当てはまりの度合いは、ほぼ全ての

ポイントで利益実現＞売上実現＞売上未実現

継続中＞断念の順で外側に大きくなっている

ことが確認できます。

つまり、企業担当者が自社事業を各ポイント

に当てはめた時、「当てはまる」「当てはまって

いた」と感じていた企業ほど、JICA Biz終了後

に

ビジネスの成功を収めていたことがわかります。

もちろん、企業により進出目的、進出国、

ビジネスモデル、商材、経験、能力、分野、

規模、タイミングは異なるため、これらのポイント

を押さえれば必ず成功するというわけではあり

ません。しかし、これらのポイントを押さえること

で、JICA Biz終了後のビジネスの成功の可

能性を高めることができると考えています。

全く当てはまらない

とても当てはまる

分類 No. 12のポイント

組織体制
1

海外展開に能動的に取り組む組織体制が
構築されている。

2 海外展開を行うための経営リソースがある。

社外
パートナー

3 信頼できる現地の社外パートナーを確保している。

4 自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。

ビジネス
環境

5 提案製品・技術が規制の対象になっていない。

6 提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。

7
企業がバリュープロポジション（顧客が自社の製品・
サービスを選ぶ理由）を把握している。

製品技術

8 提案製品・技術には販売実績がある。

9
現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化
できている。

10 提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。

11 製品・技術の知的財産や盗難等の対策が講じられている。

ビジネス
計画

12
実行可能な事業計画が策定され、ビジネス化に向けた
アクションプランが整理されている。

凡例

利益実現＋売上実現を果たした企業の回答の平均値

売上実現を果たした企業の回答の平均値

売上未実現だがビジネス化に向けて事業継続中の企業の回答の平均値

断念・撤退した企業の回答の平均値

図 12のポイントのビジネス状況別の
当てはまり度合いの平均値を記したレーダーチャート

コラム
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A.

Q.

進出国を選ぶ際の留意点を 「開発途上国でのビジネス化

に向けた押さえるべき12のポイント」を使って確認してみま

しょう。まず、各ポイントを、外部環境（自社でコントロール

不可）と内部環境（自社でコントロール可）に分け、また、

各ポイントを留意すべきタイミングを時間軸で整理します。

すると、以下のような図を作成することができます。

内部環境（自社）は自身の努力で変えることができる

かもしれませんが、外部環境（他社）を変えることは容易

ではありません。内部環境が進出国選定に重要でないとは

言いませんが、特に外部環境を意識して、自社にとって

有利なビジネス環境の国を進出国として選ぶと良いでしょう。

表 進出国選定にあたって留意するポイント

市場選定時のポイント

2 海外展開を行うための経営リソースがある。
想定している国・地域にJICA Biz終了後に自費で何度も渡航したり、顧客からの
問合せに対応したりする人的、資金的リソースがありますか？

４
自社・自身の弱みを補完する専門家を活用
している。

想定している国・地域に進出するにあたって、自社・自身の弱みを特定し、
必要に応じて、専門家からアドバイスを得る等の手段を持っていますか？

5
提案製品・技術が規制の対象に
なっていない。

想定している国・地域に製品・技術を販売するにあたって、何某かの厳しい規制は
ありませんか？規制の有無をジェトロのウェブサイト等で確認しましたか？

6
提案製品・技術が進出国の社会環境に
適している。

想定している国・地域に、提案製品・技術を導入する社会基盤・習慣は
ありますか？

7
企業がバリュープロポジション（顧客が自社の
製品・サービスを選ぶ理由）を把握している。

想定している国・地域では、明確な顧客ニーズがあるだけではなく、
競合他社製品と差別化できそうですか？

8 提案製品・技術には販売実績がある。
想定している顧客にアピールできる販売実績（日本国内の実績を含む）は
ありますか？

9
現地のニーズに合わせて、マーケティング要素
を現地化できている。

想定している国・地域の顧客ニーズに合わせ、提案製品・技術、価格、
販売促進、流通等を現地化できそうですか？

市場選定においては、縁故があるケース（取引先の紹介、

過去にビジネスをしていた、社内に出身国の従業員がいる

等）と、ゼロから検討するケースがあると思います。ただし、

いずれの場合も基本的な考え方は同じです。想定する

国に市場選定時のポイントを当てはめながら、その国を

進出国とすることの妥当性を検討しましょう。自社だけで

考えずに、外部の第三者に客観的な意見を求めることも

有効な検討方法です。

図 ビジネス環境別・ビジネス段階別の12のポイント

外部環境（自社でコントロール不可）

内部環境（自社でコントロール可）

市
場
選
定
段
階

成
長
拡
大
段
階

1. 海外展開に能動的に取り組む組織体制が
構築されている。

2. 海外展開を行うための経営リソースがある。

8. 提案製品・技術には販売実績がある。

5. 提案製品・技術が規制の対象になっていない。

3.信頼できる現地の社外パートナーを確保している。

10. 提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。

12. 実行可能な事業計画が策定され、
ビジネス化に向けたアクションプランが整理されている。

6. 提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。

11. 製品・技術の知的財産や盗難等の
対策が講じられている。

オレンジ枠内が市場選定時のポイント

7. バリュープロポジション（顧客が自社の製品・サービスを選ぶ理由）を把握している。

9. 現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化できいる。

4. 自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。

進出国はどうやって選べばよいですか？

コラム



49

A.

Q. JICA Bizへの応募前には、特に何を気を付ける必要がありますか？

コラム

前頁でご紹介したJICA Bizの支援メニュー別に、JICA

事業前に気を付けるべき点を以下に整理します。組織

体制（ポイント1,2）を事前に整理しておくことは、両事業

で重要になります。その他、下表に整理した気を付けるべき

点について、企業によっても状況は様々になりますが、事前

調査を通じて自社が置かれている状況を把握し、仮説を

立てたうえで、JICA Bizで調査すべき事項を整理して

おくことで、JICA Bizを成功裏に進め、ビジネス成功の

可能性を高めることができるでしょう。例えば、バリュープロ

ポジション（ポイント7）について、事前の市場調査などを

通じて、バリュープロポジションの仮説を立て、JICA Biz実

施中に重点的に調査すべき項目を整理しておくと良いで

しょう。

12のポイント ニーズ確認調査 ビジネス化実証事業

1
海外展開に能動的に取り組む
組織体制が構築されている。

JICA Bizで得たい成果を明確にし、能動的・迅速に意思決定を行うことができる、社内外の事業実施体制を
あらかじめ構築しておきましょう。

2
海外展開を行うための経営
リソースがある。

初期の赤字に耐えうる財政・収益基盤を整えましょう。必要に応じて、初期投資資金や運営資金に対する資金
調達の必要性も検討しましょう。また、事業を継続的に推進できるよう、海外事業部や技術チームなど、JICA

事業中の調査やJICA Biz終了後のビジネス化を実行できる社内の人材リソースを確保しましょう。

3

信頼できる現地の社外パート
ナーを確保している。

社外パートナーに求める条件を明確にしましょう。 社外パートナーとして協業できる可能性が高い人材・
企業の目途を立てましょう。リストアップをする際は、
進出国特有の留意点（商習慣など）や自社の方針、
事業分野に合致しているかも併せて確認しましょう。

4

自社・自身の弱みを補完する
専門家を活用している。

自社の弱みを認識し、どのような外部人材が必要か、
その専門家に求める条件を明確にしましょう。また、
専門家に依頼する事項を予め想定し、期待する効果
を仮定しましょう。

JICA Biz実施中の実証実験やテストマーケティングなど
精緻な調査をスムーズに実行させるために、JICA Biz

実施中に外部専門家に依頼したい調査項目を整理し
たり、専門分野に精通している通訳の目途を立てたりし
ましょう。

5
提案製品・技術が規制の対象
になっていない。

規制の実態を机上調査のみで把握することは難しい
ですが、外資規制や許認可・認証の取得条件につい
て、ジェトロなどから最低限の情報は確認しましょう。

外資規制の対策や許認可・認証の取得に向けて、
規制当局へのヒアリング項目や事前に準備しなければ
ならない書類や実証済みのデータを整理しましょう。

6

提案製品・技術が進出国の
社会環境に適している。

自社に適した社会環境（社会・技術・経済面）がど
のようなものか予め検討・整理したうえで、進出国を検
討しましょう。

進出国の社会・技術・経済面に関する調査の結果を
踏まえて、企業活動にどのような影響があるのか、考え
られ得るリスク、それらへの仮の対応策を検討し、調査
で明らかにすべき事項を整理しましょう。

7

企業がバリュープロポジション
（顧客が自社の製品・サービス
を選ぶ理由）を把握している。

バリュープロポジションの3つの要素である①顧客ニーズ、
②競合他社の動向、③自社の強み・弱みを把握する
ため、市場規模や競合などの基本情報を収集し、
バリュープロポジションの仮説を立てておきましょう。

ビジネス化実証事業では、バリュープロポジションを把握
していることが前提となります。JICA Biz実施中に精緻
化できるよう、特に調査すべき重点項目と調査方針を
あらかじめ整理しておきましょう。

8
提案製品・技術には販売実績
がある。

過去の販売実績から、JICA中にパートナーや想定顧客との商談に活用できるアピールポイントを整理しましょう。
販売実績がない場合は、他のアピールポイントを検討しましょう。

9

現地のニーズに合わせて、マー
ケティング要素を現地化できて
いる。

4P分析の提案製品・技術、価格、販売促進、流通に
ついて、自社の提案製品・サービスを展開するために
最低限必要な条件を洗い出しましょう。

4P分析の要素を現地化するにあたり、障壁となるよう
なリスクや対応策について事前に仮説を立て、JICA

事業中にスムーズに実証活動やテストマーケティングが
できるよう調査項目を整理しましょう。

10

提案製品・技術に顧客・市場
が認めた競争力がある。

事前の市場調査を通じて、現地のニーズ有無やJICA 

Biz実施中途を立て、差別化の仮説を立てましょう。
仮説を基に、JICA Biz実施中に調査すべき項目を整
理しておきましょう。

現地のマーケットの視点から、競合他社との差別化を
図るために具体的にどのような現地化が必要か仮説を
立てておきましょう。JICA Biz実施前の計画段階より、
現地の商流や市場をよく理解している現地の外部人
材からのアドバイスも取り入れると良いです。

11
製品・技術の知的財産や盗難
等の対策が講じられている。

現地の日系企業へのヒアリングや机上調査で分かる
範囲で、進出国の基礎的な商習慣や治安に係る
情報を収集しておきましょう。

進出国における知的財産・盗難対策について、JICA 

Biz実施中に十分に検証できるよう、模倣対策や特許
権取得に向けた仮のアクションプランを策定しましょう。

12
実行可能な事業計画が策定
され、ビジネス化に向けたアク
ションプランが整理されている。

ビジネスモデルの仮説の中で、利害関係者との関係や
モノ・カネなどの流れを明確化し、事業に関連する
売上・費用の項目も整理しておきましょう。
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A.

Q. JICA Biz終了後のビジネス化に向けて、JICA Biz実施中では特に何を気を付ける必要がありますか？

JICA Biz終了後のビジネス化に向けて、JICA Biz実施中

に留意すべき教訓集である「開発途上国でのビジネス化に

向けた押さえるべき12のポイント」を活用し、確認してみま

しょう。前頁と同様に、まず、各ポイントを外部環境（自社

でコントロール不可）と内部環境（自社でコントロール

可）に分け、また、各ポイントを留意すべきタイミングを時間

軸で整理します。すると、以下のような図を作成することができ

ます。教訓集で示した12のポイントは全て持続可能なビジ

ネスの実現において重要なポイントですが、JICA Biz実施

中の留意点を特に重要な点に絞って紹介します。

図 ビジネス環境別・ビジネス段階別の12のポイント

外部環境（自社でコントロール不可）

内部環境（自社でコントロール可）

市
場
選
定
段
階

成
長
拡
大
段
階

1. 海外展開に能動的に取り組む組織体制が
構築されている。

2. 海外展開を行うための経営リソースがある。

8. 提案製品・技術には販売実績がある。

5. 提案製品・技術が規制の対象になっていない。

3.信頼できる現地の社外パートナーを確保している。

10. 提案製品・技術に顧客・市場が認めた競争力がある。

12. 実行可能な事業計画が策定され、
ビジネス化に向けたアクションプランが整理されている。

6. 提案製品・技術が進出国の社会環境に適している。

11. 製品・技術の知的財産や盗難等の
対策が講じられている。

7. バリュープロポジション（顧客が自社の製品・サービスを選ぶ理由）を把握している。

9. 現地のニーズに合わせて、マーケティング要素を現地化できいる。

4. 自社・自身の弱みを補完する専門家を活用している。

オレンジ枠内がJICA Bizの効果的な活用ポイント

⚫ 進出国の規制や社会環境、自社の置かれる状況や
強み、他社の状況を踏まえて、7.バリュープロポジション
（顧客が自社の製品・サービスを選ぶ理由）を把握でき
ている状態を目指しましょう。

⚫ そのために、3.自社・自身の弱みを補完する専門家と、
4.信頼できる現地パートナーを確保しましょう。

⚫ JICA Biz終了後のビジネス化に向けて、JICA Biz実施
期間中に12.実行可能な事業計画を作成しましょう。

⚫ JICA Biz終了後は、作成した事業計画案を実行し、9.現
地ニーズに合わせてマーケティング要素を現地化し、10.そ
の製品・技術が顧客によって評価されるようになることを
目指しましょう。

⚫ また、持続可能なビジネス展開の実現向けて、11.製品・
技術の知的財産保護や盗難等の対策を講じましょう。

ニーズ確認調査では、、、

⚫ 進出国の規制や社会環境、自社の置かれる状況や
強み、他社の状況を踏まえて、7.バリュープロポジション
（顧客が自社の製品・サービスを選ぶ理由）を把握しま
しょう。さらに9.現地ニーズに合わせてマーケティング要素
を現地化し、10.その製品・技術が顧客によって評価され
るようになることを目指しましょう。

⚫ そのために、3.自社・自身の弱みを補完する専門家と、
4.信頼できる現地パートナーを確保しましょう。

⚫ JICA Biz終了後の事業化に向けて、JICA Biz実施期
間中に12.実行可能な事業計画を作成し、具体的なア
クションプランを作成しましょう。

⚫ また、持続可能なビジネス展開の実現向けて、11.製品・
技術の知的財産保護や盗難等の対策を講じましょう。

ビジネス化実証事業では、、、

コラム

外部環境（ポイント5、6）、自社の販売実績（ポイント8）や経営リソース（ポイント2）も、JICA Biz実施中に留
意する必要があります。

これらのポイントは進出国・市場を選ぶ際により重視すべきです。なぜなら、ポイント5、6の外部環境はJICA Biz実施中に
企業努力で好転させたり、コントロールしたりすることが難しいためです。また、ポイント2、8の内部環境はJICA Biz実施中
にJICA Bizを活用して効果的に何かできるものではなく、事前の準備の要素が強いポイントです。
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A.

Q.

教訓 詳細

直面する課題を整理する
海外ビジネス展開において様々な課題が出てくると思いますが、それらの課題の解決
に公的支援の利用が必須な課題と、そうでない課題とで整理しましょう。

応募目的を明確化する
公的支援の利用を通じて解決したい課題や達成したい目標を明確に持ったうえで
支援に応募しましょう。

利用可能な制度に関して
情報収集する

経協インフラポータルや所属する自治体等で利用できる公的支援を調べ、積極的に
活用しましょう。ただし、場当たり的な応募、利用は避けましょう。

公的支援を前提としない
事業計画を作る

結果として公的支援を活用することはありますが、最初から支援を前提とした事業
計画のみを検討するのは避けましょう。公的支援を受けられなかったり、受けるのが
遅れたりすると、ビジネスの持続性が損なわれる可能性があります。

海外展開に関連する様々な公的支援がありますが、どのように活用すると効果的ですか？

極力リスクを排除しながら海外展開を継続するためにも、

公的支援や補助金等を活用したいと考えている企業は

多いのではないでしょうか。

まず、JICA Bizを利用した企業が、海外展開に関連した

他の公的制度をどの程度利用しているか確認してみます。

事後モニタリングのアンケート調査によると、「JICA Bizへの

応募以前・実施中・実施後に、他の公的支援を利用した

ことはありますか」という問に対して、「はい」（利用したことが

ある）と回答した割合は、24％と全体のおよそ1/4でした。

一方で、「グラフ 他の公的制度の利用の有無とビジネスの

成否における関係性」では、他の公的支援を利用有無と、

各案件のJICA Biz終了後のビジネス状況との間にはっきり

と

した傾向を確認することができませんでした。公的制度を

利用することにより企業は金銭的、人的なメリットを得られ

ます。しかし、この結果は、公的支援を利用すればビジネス

展開が上手くいくとは限らないことを示唆しています。

では、どのように公的制度を活用することが効果的な海外展開に資するのでしょうか。事後モニタリング調査では過去の事例

調査を行い、効果的な公的制度の活用に関して以下の教訓を導出しました。

公的支援を利用する場合は、自社が直面する課題のうち

公的支援で解決したい課題は何か、支援の利用目的は

何かを明確にすることが大切です。ビジネスはタイミングと

スピードが非常に重要です。公的支援を利用せずとも、

スピード感ある事業展開、タイムリーな意思決定を行うこと

で、ビジネス機会を掴み、大きな利益を得ることもできます。

公的支援の必要性を見極めたうえで、公的支援を利用す

るケースと利用しないケースの両方を想定し、ビジネス展開

を進めていくことが肝要です。

グラフ
他の公的制度の利用の有無と
ビジネスの成否における関係性

グラフ
JICA Biz実施前・中・後の
公的制度の利用の有無

24%, 33件

76%, 103件

ｎ=136

あり

なし

あり

なし

10件 28件
48件 27件

4件 13件
12件 8件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

（n=14）
利益実現

（n=41）
売上実現

（n=60）
売上未実現

（n=35）
断念

コラム

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keikyou_portal/index.html
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A.

Q. 企業の製品・サービスに関する教訓、留意すべき事項は何ですか。

製品・サービスを新規市場で販売することを考えた時、許認可・ライセンスの取得、ニーズに合わせた現地化、製品・技術の

保護、製品・技術の優位性の訴求、維持管理への対応等、多くの重要な論点があります。

表 事後モニタリング調査で得られた製品・技術に関する教訓

JICA Biz実施前 JICA Biz実施中 JICA Biz終了後

許認可・
ライセンス

•医療、医薬品・農薬、食品、有機
認証等を扱う場合、詳細手続き・

プロセスの把握に努める。

•外資規制の適用有無について

ジェトロ等で確認する。外資規制
がある場合は、別の国の選定を
含めて慎重に検討する。

•提案製品の有用性は、客観的な
データによって証明する。

• JICA Biz期間中を有効に活用し、
申請・承認のための準備に着手
する。

•許認可取得のため、監督官庁の
トップに働きかける。

•許認可・ライセンス取得には長期
間を有する。

•規制変更、制度変更に関する
最新情報を継続的に入手する。

現地化
（技術面）

• プロダクトアウトだけでなくマーケット
インの観点で、製品開発・仕様
変更を検討する。

•現地目線のマーケティング戦略の
重要性を認識する。

•製品、価格、流通、販売促進の
観点か ら、主観を排し現地の
ニーズを的確に把握する。

•現地で利用可能な製品にカスタ
マイズする。

•現地のニーズは常に変化する。
ニーズの変化に合わせた開発・
販売が必要である。

現地化

（価格面）

•競合他社の商品、代替品の相場
を調べる。

•想定顧客の受容価格帯を把握
する。受容価格帯は初期導入

コストだけではなくライフサイクル
コストも調査する。

•原価構造を分析し、見直しが可能
か検討する。

•現地に合わせた製品のプライシング
をする。

製品・技術
の優位性
の訴求

• 「バリュープロポジション」の把握の
重要性を認識する。

•自社製品の特長をSWOT分析等
で整理し、他社製品と差別化でき
るようにしておく。

•優位性を示す客観的なエビデンス
を用意する。

•市場調査では具体的な顧客像を
想定して調査する。

•効果は客観的に示す。

•顧客に効果を実感する機会を
提供する。

•客観的な第三者から効果について
お墨付きを得る。

• 「バリュープロポジション」は変化
し続けるため、顧客・市場の声に
耳を傾け続ける。

• JICA Bizによる効果を事後モニタ
リングし、効果を測定する。

•維持管理も差別化要素となる。

維持管理

•販売後の維持管理体制の必要性
を認識する。

•他国や日本の維持管理体制を
ベースに現地の体制を検討する。

•現地の主体性を醸成する。

•主体的でないカウンターパートも
いるので注意する。

•維持管理を織り込んだ販売価格
を設定する。

• トラブル発生時に対応可能な体制
を整える。

•維持管理マニュアルを現地パート
ナーに作成してもらう。

製品・技術
の保護

• INPIT等から海外展開に伴う技術
流出、情報漏洩リスクを確認する。

•特許に係る申請書・プロセスを
確認する。

•技術流出対策、情報漏洩対策、
盗難対策（ハード面とソフト面）
を講じる。

•自然災害を想定し設置場所を
決定する。

• コア技術をブラックボックス化する。

•現地パートナーと秘密保持契約書
を取り交わす。

• さらに心配な場合は現地法律
事務所に法的なセーフティーネット
について相談する。

コラム
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A.

Q.

進出国

仕入れ先

日本国内

ビジネスモデル図は、ポイント4のコラム（p.18）で説明して
いる「ビジネスモデルキャンバス」によって整理された情報を
可視化し、利害関係者やサービスを提供する媒体同士の、
提供するサービスとその対価について描かれた関係図のよう
なものです。
一般的な書き方は、次の通りです。

① アイコンを使い利害関係者やサービスを提供する媒体を
洗い出す

② 矢印でそれぞれの関係者同士を繋ぎ、互いが提供する
サービスとその対価について、書き出す

③ 吹き出しや図形で重要なポイントやアイコン・矢印の
説明だけでは理解しにくい関係性について補助説明を
付け足す

海外展開時のビジネスモデル図では、進出国内の関係者
も加わりますので、より複雑な構造になります。進出国と
日本国内で色分けして視覚的に分かりやすくし、現地で
必要な利害関係者を洗い出せているか見直しましょう。
下図では、進出国の現地工場で製造し日本に輸入・
販売しているメーカー企業のビジネスモデル図の一例をご
紹介しています。それぞれの関係者や媒体の役割と関係
性などを繋ぎ合わせ、どの点がポイントなのかを補足説明で
きるようにしています。ビジネスモデルキャンパスでは情報の
み整理していますが、ビジネスモデル図で可視化すると足り
ない要素も洗い出すことができますので、是非作成してみて
ください。

海外進出する際のビジネスモデルはどのように作成すればよいですか？

ビジネスモデルとは？

コラム

図1 ビジネスモデル図の例

JICA Biz実施前に立てたビジネスモデルの仮説を、JICA Biz実施中に検証をしていく過程で、当初想定していたビジ
ネスモデルを見直し、収益化に成功したケースも少なくありません。

信頼できる現地パートナーからの意見・フィードバックを取り入れたり、テストマーケティングで仮説検証を繰り返したり
して、最も自社が実現可能だと思うビジネスモデルに更新しましょう。

ビジネスモデルは、新規事業を検討する際に作成する
「仮説」です。JICA Bizにおいては、応募前にビジネス
モデルを作成する過程でビジネス上の仮説を立てることで、
自社の弱み・強みやJICA Biz実施中に調査すべき重点
項目を整理することができます。本コラムでは、ビジネスモデ
ルについて、ビジネスモデル図のポイントについてご説明しま
す。ビジネスモデルとは、提案製品・サービスを収益化させる
ために「誰にアプローチするか」、「顧客にどのような価値を提
供できるのか」、「どのような方法で価値を提供するのか」、
「どのように収益化するか」に関する情報が体系的に整理

された設計図です。ビジネスには、商品を製造して売る
「販売モデル」や仕入れて売る「小売りモデル」、著作物や
商標の使用権を売る「ライセンスモデル」など、様々な事業
形態があります。ビジネスにより、BtoB、BtoC、BtoGといっ
た顧客の属性や、顧客の嗜好に合わせた商品コンセプト、
サプライチェーンとそれを構築する利害関係者、費用、販売
価格は千差万別です。戦略を定めるためにはこのような
情報を整理するための具体的な設計図（ビジネスモデル）
があると有用です。

ビジネスモデル作成のポイント

自社 外部パートナー

複
数
の
物
流
拠
点
を
構
え

配
送
距
離
を
短
縮

原材料を現地調達し、
製造コストを削減

ハードウェア販売店

現地工場

国際物流事業者

メーカー企業 消費者

物流センター

原材料

注文・支払い

販売

注文・支払い

注文データ

製造・運営

注文・支払い機械のメンテナンス

商品の国際輸送

配送代

商品の国内輸送
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A.

Q. ビジネスと開発効果の関係性を教えてください。

開発効果※1とビジネスの展開状況に関して、11通りの母集団で回帰分析を実施した結果、多くのモデル（母集団）で正の

関係性を示しました。つまり、売上実現や利益実現を果たした事業ほど、開発効果を発現していることを示しています。

図 ビジネスの展開状況と開発効果の関係性

※1：開発効果とは、2021年度のアンケート調査において、経済面・社会面・環境面の開発効果のうち各事業で最も貢献している項目をその事業に

よってもたらした開発効果とし、その数値を集計したものである。設問（「JICA Bizに関する貴社の海外ビジネス展開により、相手国（開発

途上国）に対し、どのような貢献（開発効果）ができますか？また、それはいつ頃実現する計画／見込みですか？」）に対して、「1.実現済み、

2.計画中（1年以内）、3.計画中（2年以内）、4.計画中（2年以上）、5.検討・該当なし」から一つを選択し回答する形式の設問である。

※2：回帰係数とは、回帰係数がプラスの時、説明変数と目的変数は正の関係であり、回帰係数がマイナスの時、説明変数と目的変数は負の関係と

なる。ここでの回帰係数は、「利益実現」した場合を1、「利益実現」に至っていない場合を0とし、ロジスティック回帰により係数を計算した。また、説明

変数 1.実現済み、2.計画中（1年以内）、3.計画中（2年以内）、4.計画中（2年以上）、5.検討・該当なし」は、1～5に指数化している。

散布図では、同様の計算を、母集団を変えて実施した時のAUCと回帰係数の値を示している。図における全母集団という凡例は全母集団を対象

にした時の分析結果を示している。同様に、事業目的別の母集団、顧客セグメント別の母集団、スキーム別の母集団、事業状況別の母集団に

おける分析結果を示している。

※3：AUCとは、Area Under the Curveの略称の統計用語である。AUCは0から1で示され、値が1の時、偽陽性率が0％であることを意味し、モデルが

常に正確に結果を予測することができている。一方で、AUCの値が0とは、偽陽性率が100％であり、モデルは常に正反対の結果を予測している。

AUCの値が0.5とは、完全にランダムであり、そのモデルは完全に信用できないことを意味する。統計学者により見解は異なるが、一般にAUCが0.7～

0.8未満の場合、モデルの精度は低いとされている。

回帰係数※2

（
モ
デ
ル
の
精
度
）

A
U
C
※3
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全母集団

BtoBビジネス
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目的：生産拠点
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A.

Q.

コラム

途上国ビジネスにおけるSDGsの重要性とは何ですか？

優先度の高いSDGsのターゲットは途上国ごとに異なります。国ごとに開発課題に関する状況は異なり、自社と
シンクロするSDGsのターゲットが必ずしも最優先されてないことも考えられます。

進出国の開発課題や求められているニーズについて調査した上で、ビジネスとSDGsの組み合わせが進出国で受け
入れられる可能性があるかどうかを慎重に検討するようにしましょう。

SDGsでは、持続可能でより良い世界を実現するための 

2030年までの17の目標と、それらに紐づく169のターゲット
が設定されています。 SDGsの前身であるミレニアム開発
目標（MDGs）では、途上国の開発問題に焦点が当て
られていましたが、SDGsは経済・環境・社会にも対応し、
途上国だけではなく先進国も含めた共通目標です。そして、

MDGsでは政府や国際機関などが主体になっていたのに
対し、SDGsでは企業が主体となって目標が達成される
ことが期待されています。SDGsへの貢献と事業活動の
両立は難しく思えるかもしれませんが、実はビジネス展開
にもプラスとなる側面があります。

過去に事業を活用し、売上・利益を実現したある企業の事例

JICA Biz活用前から環境保全と資源保護に貢献することを最重要課題と位置づけ、事業に取り組まれており、進出国では循環型リサイクル技術の活

用を目指されていました。現地市場は未開拓であり、提案製品の性能や技術力の高さをアピールして現地の政府機関と交渉しようと試みたところ、提

案内容に興味を示してもらえず、また政府機関のキーパーソンと会話することも難しい状況でした。しかし、JICA Bizを活用することで、政府機関の適

切な担当者との交渉機会を得ることができ、提案製品を前面に押し出すのではなく、事業が目指そうとするSDGsを主軸に対話していくことで、政府機

関と現地の課題・ニーズに関する認識を共有することができるようになり、結果的に提案製品の有用性を理解してもらうことができました。また、SDGsの

実現を目標に活動していることをアピールポイントの一つとしていた影響で、現地の民間企業複数社から協業の提案をもらうことができ、他業種と連携し

て事業を広げることができました。

⚫ 提案製品・サービスの価値向上

ポイント9のビジネスTipsでは現地に根差したマーケティング戦略

（p.34）、ポイント10のビジネスTipsでは受容価格帯の把握（p.37）

について解説しました。加えて、提案製品・サービスがSDGsに貢献す

るかどうかが商品価値を向上させ、競合他社との差別化になる可能
性があります。JICA Bizを活用した企業からは、進出国での購買に
係る意思決定が経済合理性だけではなくなってきており、SDGsの影

響を受けた考え方に変化していることが確認されました。また、SDGs

の取り組みがメディアに取り上げられ、企業価値向上に貢献していると
いう事例もあります。このように、SDGsへの貢献が提案製品・サービ

スに限らず、企業イメージ向上にも繋がることがあります。

⚫ パートナーシップ連携機会の拡大

SDGsという大きな目標へ貢献するビジネスを目指すためには、様々

なパートナーと適切な役割分担のもとに連携することが欠かせません。

しかし、ポイント3のビジネスTipsでもご紹介したとおり（p.15）、社外

パートナー開拓は海外進出の鍵となりますが、信頼できるパートナーを
確保し、良好な関係を継続することは簡単なことではありません。
SDGsという共通の言語があれば、それをきっかけに提案製品・サー

ビスに興味を持ってもらう機会となり、共通の価値観・目標を持ち

ながら密に連携することが期待できます。

途上国ビジネスにおけるSDGsの戦略的重要性

例えば図1のような組み合わせ例が考えられますが、どのようにSDGsを事業に取り
込むのかは事業によって様々であり、関連するSDGsが1つとは限らない場合や、
判断が難しい場合もあります。様々な機関が企業向けのSDGsに関するガイドを
発表していますので、そういったガイドを参照しながら17の目標を理解した上で、
自社ビジネスと関連性が高い目標について検討すると良いでしょう。

• 国際連合広報センター：17の目標ごとの説明
• 環境省：SDGs活用ガイド ※「SDGsとの紐付け早見表」は本書の21ページ目

• 経済産業省：SDGs経営ガイド

• 独立行政法人中小企業基盤整備機構：中小企業のためのSDGs活用ガイドブック

図1 ビジネスとSDGsの組み合わせ例

分野

医療

ビジネス

消毒剤の
製造・販売

ビジネスとSDGsの組み合わせを検討する際のポイント

ビジネスとSDGsの組み合わせを決めたら、目標設定するこ
とが必要です。SDGsの達成度を測るための「具体的で」
「計測可能な」「期限付き」である、①最終的な目標と
②KPI（主要業績評価指標）を設定しましょう。例えば、

最終的な目標を「対象地域での下痢性疾患による幼児
死亡が2030年までに0％になる」とした場合、KPIの一つ
として「対象地域での下痢性疾患による幼児死亡が2022

年に比べて2025年に30%減少する」が考えられます。

SDGsの達成度を測る目標設定の必要性

https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/31737/
https://www.env.go.jp/policy/SDGsguide-honpen.rev.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/sdgs_esg/pdf/sdgz_guide.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/policy/sdgs/fbrion0000002t1z-att/sdgs_guide_all_20220120_1.pdf
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